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論 説
ドイツ法曹養成思潮の衝突と融合（Ⅰ)
―弁護士界の改革思潮と FDP法案（５）―
鈴 木 重 勝
八 『改正・法曹養成法』批判―― DAVの提言
九 ボローニャ・プロセスをめぐる衝突と融合
十 ドイツ弁護士協会の回答
十一 ドイツ裁判官同盟の回答
十二 各種の提案モデル
十三 DAVの『弁護士養成法案』
十四 再論・統一養成か分離養成か
十五 司法大臣会議の動向
八 『改正・法曹養成法』批判
―― DAVの提言 2004年９月22・23日
序
これまで、統一法曹養成か、分離養成か、さんざんに議論して、結局、
「改正法曹養成法」が、統一養成論を基本として成立し、施行されたのが
2003年であるが、2004年には、これを批判して新たな改革法の提言をする
のは、ドイツ弁護士協会（DAV）である。統一養成が現代にはそぐわな
いことが、その理由だが、法曹養成の現実は混乱をきわめているけれど
も、それを正常化するのが、DAV独自の分離養成であると、現在に至る
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まで繰り返して強調して、ついには、実際に自ら「弁護士養成法」法案を
作成・提出するに至るのである。それにしても、ここでは前掲の「公聴
会」における分離養成にたいする批判の数々に応えていることが注目され
る。
ところが、ここまで来て、事態をさらに複雑化させているのが、ボロー
ニャ・プロセスをドイツの法曹養成のなかに導入すべきか、という問題で
ある。というのも、その導入の仕方で、ドイツの伝統的な法曹養成の仕組
みを根本から変革してしまうこともあり得るが、また、統一養成の維持
も、また、分離養成への改革もあり得るからである。そこで、これを契機
にドイツの各界からの法曹養成論は、激動の時期を迎えているが、その主
役の一方は、やはり、ドイツ弁護士協会であり、他方が、司法大臣会議で
ある。それに、裁判官同盟、大学学会議、商工会議所が、それぞれ独自の
見解を主張している。
そこで、まず、DAVの提言を取上げたい。ここには、現在、ドイツの
法曹養成が抱える問題のすべてが、検討の対象とされているからである。
㈠ ?分離弁護士修習」による改革提言
(Vorschla?ge des Deutaschen Awaltverein zur Reform des juristschen Vorber-
eitungdienstes durch Einrichtung einer gesonderten Anwaltsausbildung und
 
weiterer Ausbildungsga?nge(Spartenausbildung)(durch den Aus―und Fort-
bildung des DAV u?berarbeitete und vom Vorstand des DAV auf seiner
 
Sitzungam 22.und23.September2004verabschiedete Fassung）
正確には、「分離された弁護士修習及び継続教育課程制度（分離養成）
の設置による実務修習の改革のドイツ弁護士協会の提案（2004年９月22・
23日の DAVの修習・継続委員会及び DAV理事会による）」である。
この「改革の提言」の実質は、「改正・法曹養成法」の批判が主たる内
容である。そして、「DAVは『法曹養成改革法』の施行から、わずか１
年ばかりで、なぜ、法曹養成の改革を、改めて提言を公表するのか」とい
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う書き出しで始まる。そして、この提案の結論は、結局、今次の法曹養成
改革法は統一養成を前提にして、これを根幹として改革を行ったが、これ
では改革する必要のあった問題点がなんら改正はなされてはいない。つま
り、改正が改正になっていない、「改正後も改正前」と同じで、やはり、
分離養成による改革を行うべきである、と結論して、その理由として、以
下の目次でその内容が示されている。
ところで、この提言（養成法の批判）は、A序論、B改革提言、C提案
理由の三つでできているが、そののＡとＢの内容は、連邦議会で否決され
た FDP法案の提案内容とほとんど同じであるのは、当然と言えば当然で
ある。そこで、Cの提案理由には、その後の状況の変化（公聴会における
批判に対する反論）も含めて、統一養成批判をしながら、自らの提言を展
開しているので、ここでは、Ｃの提案理由を中心にして、その「目次」の
項目を利用しながら、提案の趣旨を取り上げることにする。
Ａ 序論
Ｂ 分離される弁護士修習の設置による実務修習の改革の提言
Ⅰ 大学教育の終了（弁護士修習開始の要件）
Ⅱ 分離修習による実務修習課程の設置
Ⅲ 修習の担当者、修習費用
Ⅳ 弁護士修習における教育
Ⅴ 弁護士実務修習のための修習箇所
Ⅵ 弁護士修習課程における理論教育
Ⅶ 弁護士修習の終了試験（弁護士試験）
Ⅷ 弁護士職及び公証人職の資格の付与
Ｃ 理由
Ⅰ 立法の動機：修習希望者の過増
１ 数字による実態
２ 総論的推論
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３ 大学教育に対してはどのようになるか
４ 実務修習に対する大量問題の影響
Ⅱ 改革の動機：職業教育と職業への期待の崩壊
１ 多数者が希望を抱いた職業としての弁護士職
２ 伝統的な修習では弁護士職の準備にはならない
３ 改革された統一養成によっても、この準備は達成されることはな
い
Ⅲ 結論：弁護士教育のための分離実務修習課程の必要
１ 修習課程の司法修習、行政修習、弁護士修習の分離
２ ?経済」法曹のための特別教育課程は必要ない
３ 公証人職のための準備の保障
４ 勘違いされている統一養成の利点
５ 弁護士界の責任における実務教育対する疑問は徹底していない
６ 弁護士界は必要な理論的教育を保障することができる
Ⅳ DAVの改革提案――要求されている教育の質の保障
１ 修習教育場所の収容能力の問題の解決
２ 修習担当者数の問題の解決
３ 職業準備をしていない若手弁護士の増大の抑止
Ⅴ 修習費用に関する DAV改革提案の効果
１ 現行の修習費用の国家による負担
２ DAV提案の効果
Ⅵ 弁護士教育の開始╱集団問題に関する DAV改革提案の効果
１ 弁護士教育のための採用試験による認可制限の拒否
２ 待機期間問題の克服
３ 集団問題の弁護士教育に対する要求の効果
４ 有料弁護士修習場所の申出は慎重に限定される
５ 限定される修習場所の申出は弁護士修習生の数を限定する
６ 若手法律家の過剰についての、社会的責任、教育政策の責任、倫
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理的責任は国家だけが負担する。国家は、その解決の糸口を探求
しなければならない
結論
Ⅰ 改革提案の動機（その１）――修習生の過剰
この過剰の問題は、すでに20年ほど以前から、深刻な状況にあるとして
取り上げられていたが（大量集団問題Massenproblem）、現在でも、その事
情は変わってはいない。現在、ドイツでは活動している法曹は17万5000人
以上であり、さらに養成されつつある者は12万2000人である（法学部の学
生は10万、修習生は２万2430人）。この後継者たちは、十分な職業準備の実
務修習教育を受けないままに、弁護士職に就くことになる。しかし現在の
養成システムでは、数の問題だけではなくて、養成教育の質も問題になっ
ている。そして、重大なことは、この量と質の両方が不可分に相乗作用を
なしているのである（学校でクラスが大量の学生を教育を行っているように、
である）
そこで、まずは、「量」についての問題であるが、これは、すでに、学
生が殺到している法学部の教育の段階で始まっている。だが、この問題
は、成績の評価と中間試験で解決されるべきである。
次に実務修習の段階における大量問題であるが、これには教育の収容能
力の限界の問題と予算の資力の問題がある。現在の法律では、２万2000人
を超える修習生となろうとするすべての者のために修習箇所を用意しなけ
ればならないが、現在の収容能力では不十分である。また、正規の修習期
間の修習のために、指導する裁判官・検察官、それに行政官が負担過剰を
恒常的に声だかに訴えても、それが聞き容れられることはない。しかも、
指導者として委嘱される裁判官が、自らも職業の新人であることが多く、
最初の１年間は自分が裁判官の研修活動を必要としている場合もある。
もう一つは、修習生のすべてを収容しようとするための予算の問題であ
る。これを回避するために、第一次試験の合格と実務修習の開始の間の待
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機期間を１年にすることもまれではない。そこで、修習期間の短縮も考え
られないわけではないが、それは、到底容認できることではない。
Ⅱ 改革提案提出の動機（その２）――職業教育と職業への期待の崩壊
要するに、（１）第２次国家試験の合格者がほとんど弁護士職を選ぶ
（選ばざるを得ない）にもかかわらず、（２）伝統的な、これまでの修習体
制では弁護士職の準備をさせることができない。だからと言って、（３）
今次の改正による「改革された統一修習」によっても、この準備を達成す
ることはできない。
⑴ １万人以上の第２次国家試験の合格者の10％が公務員職に就き、15
％が経済界に入る。残りの75％が弁護士職に就く。
つまり、弁護士職は法曹後継者の受け皿となっている。しかも、年間ご
とに認可される弁護士の数たるや劇的に増加している。もちろん、退職者
（死亡とか辞職）もいるが、年間およそ8000人が新規に弁護士職に就く。も
ともとドイツの弁護士数は少なくないが、1990年には５万6638人だったと
ころが、2004年には12万6799人となっている。しかも、ここ10年内には法
学教育を受けている者が６万5000人から７万5000人ほどいるので、この者
たちが新規に加入してくることになる。
⑵ 伝統的統一修習では弁護士職の準備はできない。
このように、実務修習の終了者の75％が弁護士職に就くのであるから、
本来、実務修習では、優れた弁護士になるべく、時間的にも質的にも弁護
士修習に重点がおかれるべきであるにもかかわらず、実態は、その正反対
である。実務修習箇所は、圧倒的に「司法の」?裁判の>修習箇所に割り
当てられているので、第二次国家試験も圧倒的に多く「司法の」?裁判の>
問題が対象として出題されている。それは、第二次国家試験の目標自体が
裁判官職資格に特定されているからであるが、それはおかしくないか。
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確かに、弁護士希望者は裁判官席を注視していなければならない。とい
うのは裁判官活動の特異性を洞察したり、裁判運営の付随事情を理解しな
いことには、弁護士修習生が弁護士職に就いたあとで、裁判所の面前で適
切に依頼者のために代理することはできない（このことは、逆に、裁判修習
生、行政修習生の弁護士活動にも言えることである）。
他方、裁判所の面前での弁護士活動の実務修習のためには、「司法」?裁
判の>修習箇所では、まるで成果がないか、あるいは不完全にしか習得で
きない。
弁護士職には弁護士職に独自に要求される内容もある。確かに、裁判所
がすでに選択した方式で行う当該事実関係の解明も重大なことである。し
かし、他方で、弁護士が習得しなければならないことは、情報の収集の仕
方、質問技術のマスター、ことに法的に重要である事情（それが、たとえ
依頼者にとって重要であることが依頼者に知られていないときでも）を発掘す
るようにして、依頼者との対話を行うことなどである。そのようにして、
はじめて、法適用ができる。しかし、裁判官のように、客観的に「正し
い」とか、それとも「誤っている」かの決定はしないで、むしろ、討議の
仕方と裁判所に依頼者の有利な法的解釈をベストに確信させることができ
る陳述の仕方について選択するのである。
だから、現在のようでは、裁判運用における弁護士の法廷活動をまるで
学ぶことはできないし、あるいはせいぜい不完全にしか学べない。そし
て、そのことは弁護士の調停・仲裁活動の領域でも、また裁判外の法律相
談についても言えることである。この領域は、全体の75％にもなっている
し、今後もますます増加の傾向にある。裁判官や検察官はこのような法適
用については準備する必要もないが、これから弁護士になろうとする者に
とっては、そうは行かない。しかし、彼らにとっては、自分の役に立つ裁
判実務を研修したいが、現在の修習ではおよそ役には立たないのである。
弁護士職を希望している大多数が、弁護士実務を始めようとしても、年
間8000人もの新規加入の希望者がいるし（現に弁護士となっている）、しか
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も、その背後に現に活躍している大勢の弁護士が控えているところから、
新米弁護士の仕事の需要はオイソレとは、見つからないのである。
2003年の改正によって導入された「弁護士コース」や「弁護士向けのア
ルバイトゲマインシャフト」は、たしかに、優れた機能を果たしている。
しかし「弁護士職」の準備のためには、いまだに、十分には役立っていな
いのである。
⑶ 改革された統一修習では弁護士職の準備は達成できない
伝統的な「統一法曹養成」のもとでの修習は、弁護士職の準備は十分に
できないが、それでは、改正された「法曹養成法」ではどうか?
改正されても、なお、伝統的な統一法曹修習が維持されているが、これ
ではおよそ70％から80％にもなる修習生が弁護士職に必要な準備を果たす
ことができないままでいる。
確かに、統一修習のもとでも、修習生は12か月もの間を弁護士のもとで
過ごすことを可能にしている。その限りでは、弁護士の、これまでの絶え
間なく続けてきた要求が立法者に聞き届けられたことでもあるので、これ
については感謝している。しかし、一方で、延長された弁護士修習も――
12か月も弁護士修習箇所が認められた限りでも――しばしば、修習生によ
って十分な程度には職業準備に活用されていない現実が知られている。そ
の「理由」は調査されていないが、アンケート調査では、その実態が十分
に明らかにされていることがある。それは次のようである。
a）試験が要求している「司法の」?裁判の>比重の重さは、ほとんどの
修習生たちに対して司法関連の試験の成績を挙げるように努力すべきであ
るようにコントロールしているし、また、それをマスターしたことが、そ
れ相応に努力しただけの試験結果を確実にすることに貢献しているのであ
る。
b）しかし、この統一修習は、多くの候補者に対して、その職業選択を早
期に行うことを妨げている。というのは、この伝統的なシステムでは、第
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２次国家試験の合格がすべての職業のためにその可能性を開いているかの
ように見せかけているからである。こんにちまで、実務修習に管轄権限を
もっているラントの司法行政局も、そして職業団体も、候補者たちに「自
分たちは、弁護士職がきわめて高い確率で自分の将来の職業になるだろう
こと、そしてそれに自分たちの生活の保障がかかっているのであるから、
この職業のためには、全く特別に努力して、その職業準備をしなければな
らないこと」を理解させるようにはしていない。これに対して、もしも、
実務修習の最初に、職業選択がなされることになるならば、必ずや、修習
生の弁護士職への関心とその職務遂行準備について関心を高めることにな
るだろう。
Ⅲ 結論 実務修習における分離修習の必要性
これは DAVの従前からの主張である。それぞれの職種ために、分離し
た修習教育課程によって養成をはかることであるが、それは、必ず、それ
ぞれの国家試験をもって終了することが重要であるという。
１ 司法職、行政職、弁護士職の三職の分離
２ この他に特別な修習課程は必要ない
３ 公証人職の準備の保障について
４ 統一修習について想定されている利点は重要ではない
分離修習課程の導入に対しては、次のような異論が展開されている。ま
ず、統一修習こそが重大なフレキシビリティを保障し、また、このフレキ
シビリティが今後、いっそう重要になるはずであり、分離修習は、これを
保障することはできない、という異論である。?というのは、修習を終了
した大多数の者が、生涯通じて継続的に一つの職業に就いていることは、
もはや有り得ないと考えられるからである。むしろ、だれでも、事情の変
化に応じて、しばしば職業を変更しなければならないだろうが、その際に
統一修習では、その職業の変更には対応することができるが、分離修習で
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はそれは困難である、という異論である>。
a）このような異論は通用しない。確かに、成人世代は事情によって何度
となく職業交替を余儀なくされることはある。しかしながら、従前から
も、このような職業変更は古典的完全法曹の職業の間でも、ほとんど行わ
れてはいなかった。裁判官職あるいは検察官職から弁護士職への変更は、
ながいこと、きわめてまれなことであった。弁護士職から裁判官職の変更
も同様にまれなことである。従って、職業変更のこのような可能性は法曹
養成制度を改革すべき要因として考慮すべきことではない。むしろ、職業
の変更は弁護士界の内部で、つまり弁護士職から経済界へ、そしてその逆
もあり得ることである。このような事情と根拠からは、統一修習の維持に
ついては反対できても、賛成することはできない。
b）現在でも、このような事情は、将来にわたり、変わることがないこと
は明らかである。弁護士が官公庁の公務に就くことは、これから先も、こ
んにちと同様に機会が与えれることは少ないだろう。国の財政事情からす
ればさらに需要が制限されると考えられるからである。だからといって
も、経済界でもすでにこんにちでは陰りが見られる。経済界における働き
場所の数の低下と並んで、経済界における経営者や管理者の地位には、法
律家以外の職員の採用が増加している状況が法律家を重苦しくしている。
つまり、法律家は経済界においてもその基盤を失いつつある。しかも、こ
のような展開は、終わったわけではない。第二次国家試験の合格者の75％
が弁護士にならざるをえないだけではなく、弁護士職から他の法律職に変
更する可能性もなくなっているのであるが、このようなことは、こんにち
だけではなくて、今後の長期の展望からもあり得ることが全く高い蓋然性
をもって言えるだろう。
c）ただ、完全法曹の職業から他の職業に変更したいという少数の者がい
れば、DAVの提案は、その流動性を保障している。
d）とりわけて言えることは、伝統的な統一法曹教育というのは、時代お
くれも甚だしい。これは国家勤務のアドボカツールと結び付いた、18世紀
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後半の遺物である。弁護士が裁判官と同じ目線で審理することができるた
めには、裁判官資格をもつ必要はない。
?ここからの提言は、もし、分離修習を採用するならば、種々の欠陥が
露呈するという批判に応えると同時に、むしろ分離修習こそ採用すべきで
ある根拠を展開している>
５ 弁護士の責任において実務修習を行うことに対する疑念は取り合う必
要はない。
特別な弁護士関連の実務修習の導入に対する異論は――とりわけ司法行
政局から強く出されているが――これまで弁護士界自身も弁護士職の準備
には熱心ではなかったし、また、そのために、多数の弁護士希望者の実務
修習に対する責任に応ずることもなかったので、信頼されることはなかっ
た、という批判が出されている。?……>は、こちらの挿入。
a）?統一修習では> しかし、この批判は指摘されている欠陥が実は、統
一修習の伝統的な修習システム自体に根差すものであることを看過してい
る、と反論したい。義務的修習箇所としての弁護士のもとにおける修習で
は、2003年７月１日の法曹養成法の改正以後も、ほとんどのラントで弁護
士修習箇所の終了に当たり、筆記試験を受けなければならないことになっ
ている。そのために、修習生はその準備に追われているのである。このよ
うな修習生の試験準備はやむを得ないようにも思われるが、実際には修習
に対してはネガティフに作用しているのである。このことは修習生に対し
てのみならず、ことに、指導する弁護士に対しても、修習の関心を失わ
せ、動機を弱め、興味を殺ぐものである。これは、義務的選択修習箇所に
おいても、選択修習箇所においても同様である。ここでは、修習生たち
は、修習箇所の終了のための試験の準備だけではなく、この修習箇所で第
二次国家試験の準備を全面的な目標としているのである。これは、すべ
て、統一修習の結果なのである。このようなことが、指導する弁護士にと
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って、その心情、従って指導の態度に影響がないわけではない。
b）?指導している弁護士にとって> 修習生の大多数が、これまでは、遅
すぎる職業選択の決定のために、弁護士修習箇所ではあまり弁護士職遂行
の準備をしていないという理由から、このシステム自体が批判されてい
る。そのようなことも、修習を指導する弁護士にとっても、怒りにまでな
らないまでも、やる気を殺ぐ不愉快な結果となっている。
c）?しかし、分離修習を想定してみると> こんにち、弁護士修習箇所で
の指導の取組みについて、修習生から、弁護士指導者の欠陥のある準備教
育?ヤル気のない指導>に遭遇しているかについては、確証ある情報はな
い。しかし、逆に、反対の、多くの情報はある。DAVの弁護士修習教育
のために、きわめて短い期間に数多くの、準備教育を行う弁護士事務所が
申し出があったのである。ここのところで、およそ900の弁護士事務所が
使用できることなっている。
d）?指導する弁護士にとって> 弁護士実務修習の時間が拡大され、それ
によって、指導する弁護士が修習生に時間を投入すればするほど、修習生
の実績が向上するし、指導弁護士が努力すればするほど、修習生の実務知
識の実用性・有用性が増して行くものである。こうして、指導者は報われ
るので、やり甲斐を感じていいるから、指導する弁護士の大多数にとっ
て、修習指導には魅力を感じているのである。だからと言って、これ以外
の修習全体に魅力を感じているわけではない。
f）?分離修習が実現した後の、修習箇所は> 分離修習ができるようにな
れば、次の対応ができる。司法修習?裁判修習>においては年間600箇所
の修習場所ができるし、行政修習のためにはおよそ1000箇所が用意するこ
とができる。弁護士界は、2000から3000箇所が用意できるはずである。た
だ、修習システムの転換が認められれば、最初の年は、もう少し少ないだ
ろう。
g）?ヨーロッパの弁護士による指導は?> 一貫して弁護士界の組織の責
任において分離された弁護士修習を行っていることで知られているヨーロ
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ッパのすべての隣国の経験は、弁護士界にこの任務を委託するならば、弁
護士界がこの修習教育の任務を果たすことができることを示している。こ
の修習教育では、それぞれの国によって多少相違するが、司法?裁判官>
候補者のための修習生よりも高い地位は認められていなくとも、少なくと
も平等対等には認められている。
６ 弁護士界は、必要な理論教育も保障することができる
a）?弁護士による理論研修は?> DAVは、理論的修習も確実な実施を
保障することができる。そのことは、ハーゲン大学との協力で理論教育実
習ゼミナールを実施していることで示されている。その教材の内容は、３
か月間の取組みで理論教育課程の全体が終了するようにできている。
ｂ）?ラントごとのバラツキは?> 様々な修習教育課程での理論教育で
は、その質的標準にバラツキがありはしないか、ということは懸念しては
いない。それは、すでに、弁護士界、つまり、各地方弁護士会と DAV
が、継続的教育制度それ自体よって高度の質が維持されて提供され、また
それが要求されるという配慮を行っているから、懸念はないのである。こ
とに、理論教育修習の質がバラツくことに関しては、DAVが提案してい
る様であれば、つまり、弁護士試験が以前と変わらずに、それぞれのラン
トの司法試験局の責任で行われ、試験の成績の種類、質、範囲が、すべて
の修習課程のすべての修習生に対して、同一基準に服するならば、バラツ
キを気遣う心配はなくなるのである。
c）?修習生の財政負担?> 弁護士界から出された改革提案をめぐる、こ
れまでの議論では、修習教育課程に必要となる財政が大きな問題になって
いる。DAVの確信するところでは、修習生が弁護士修習課程の教育のた
めに必要となる教育費を自分で負担することを、DAVも主張することが
できるし、弁護士修習生にも期待することができる。これは、たしかに、
修習生にとっては、大きな負担となる。しかし、このことは、後の職業実
習に際して支払いを受けることと引き合いになっている。修習教育の段階
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で、自分が財政を負担することは、公認会計士の場合には、すでに慣行に
なっているが、この負担については、教育を受けている者の方から何らの
批判も非難も出ていない。
さらに、考慮すべきは、ほとんどの修習生は、すでにこんにちでは、試
験準備の対策のためにきわめて高額な金銭を私的な組織に支払っているの
である。つまり、第二次国家試験の準備のために予備校には、その費用を
支払っている。しかし、このような費用の負担は、DAVの提案が考慮さ
れれば、まるで必要なくなる。
困窮している参加者は、財政援助を受けられる。国家の支援が受けられ
なければ、弁護士界が財政の申し出を受けることになる。
Ⅳ DAV提案――修習教育に要求される質の確保の保障
第二次国家試験の合格者の大部分は完全法曹の職業を、全くもって不完
全にしか準備をしていない。そのことは、すべての古典的法的職業に言え
ることである。それは、司法?裁判官修習生のための>修習場所における
集団に起因する超過剰な利用が強いられている結果であり、また、修習生
の数に対して修習指導担当の裁判官、検察官の数があまりにも少なすぎる
こと、そしてさらに、その無理な負担ために指導裁判官、検察官が自分の
自由な時間の犠牲を強いられる結果である。
第二次国家試験のすべての合格者の75％が行き着くことになる弁護士職
について、次のことが付け加わる。現在の修習教育システムでは、弁護士
のもとでの修習教育の時間が延長・拡大されたのにもかかわらず、弁護士
職のためには、相も変わらず、今なお、不十分にしか準備をすることがで
きていないのであり、いずれにしても、現在の修習教育の運営の実際は、
不十分にしか準備をさせることができないのである。
他方で、新たに弁護士職に就く予定のほとんど若手法律家には、他のあ
らゆる法的職業の可能性が開かれているいるはずであるが、職業の雇用の
後に、ポストアッセソワーの修習教育における既存の知識、経験、業務遂
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行の不足を取り戻すための機会は拒絶されているのである。
新たに弁護士に認可されたほとんどの者は、まずは最初には、?既成の
練達弁護士のもとで>なんとか共同して既存の実務を習得したいところで
あるが、労働市場には、そのためのいかなる可能性も与えられていない。
彼らは、初めから、自立して仕事をする以外にはない。
修習箇所が超過剰に利用されていることに加えて、習得する知識の特殊
専門化が次第に早期になり、それが次第に強化されるという傾向が見られ
る。しかし、そのように特殊専門化が早期になるということは、それによ
って、基礎知識の習得がおろそかになるという危険が潜むということであ
る。ますます複雑化してゆく法体系およびその必然性のために、職業生活
を営む経過のなかで、繰り返し繰り返し、変化には対応して行かなければ
ならないが、まずは、新米弁護士がその後に続く法律職業を効率よく行う
ためには、ドイツの法秩序と法体系の基礎を習得するということが不可欠
のファクターである。
弁護士職を不十分にしか準備しないままで開始し者には、少なくとも、
最初の１年間はその弁護士が次のような要求を満足させることが期待され
ることはない。その要求とは、依頼者により弁護士の専門性及び法律相談
を行うに当たっての高度の質が結びつけられ、また結び付けられていなけ
ればならない要求である。そのような難点があるのでは、依頼者は、途方
にくれて困惑する状態にさらされる。というのは、依頼者はドイツの法秩
序の中での弁護士の業務の質を、自分ではほとんど判断することはできな
いからである。しかしながら、法治国家は弁護士に『職責を果たす』こと
を必要的に頼らざるを得ないのである。そのような『職責を果たす』だけ
の弁護士がいなければ、市民にとっては、自分に関係する権利・義務を理
解することはできないし、また、権利擁護の、あるいは権利の防衛の機会
の合理的な判断もすることはできないからである。弁護士は、法体系のな
かで、自分に割り当てられている役割を、依頼者が弁護士の質を信頼する
場合にのみ果たすことができるのでる。そのような場合にだけ、弁護士
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は、任務が要求されるのであり、またそのことによって、職務を尽くした
ことの経済的前提を作り出すのである。
年々歳々数千の、まずは質的に十分ではない職業初心者が弁護士界に殺
到するが、それは、国民の弁護士の質への期待を裏切ることになっている
し、また、弁護士全体の声望を傷つけることにもなっている。これは、弁
護士界全体にとって危険である。弁護士の専門性の高いことと質の高いこ
とは、依頼者にとっても、また弁護士界自身にとっても、至高の価値であ
る。
このような、現在の実務修習教育の現実に対決して、DAVの提案は、
十分な前提条件及び弁護士にたいする質的に高い価値をもつ教育のための
内容的な規準を十分に保障することを提示しているのである。
１ 教育場所のキャパシテーの問題の解決
現在の不十分な修習場所におけるキャパシテイーの問題は、DAVが提
案している方法に基づいて、解決される。そもそも、十分な修習場所の収
容能力は、質的に高い価値をもつ修習のための基本条件である。ここで、
修習生のうちで、自分で修習場所を見つけた者だけが修習を受けられると
すると、修習場所の必要な数の問題は、自ずと解決される。ところで、国
家がこれまでと同様に修習生の面倒を引き受ける場合にも、そして、他方
で、すべての弁護士修習希望者がラントによって支払われる修習場所を与
えられることが期待できる場合には、弁護士界は、修習場所の十分な数を
用意することができる。
２ 指導者の員数確保の問題
指導者の員数確保の問題も解決できる。指導する弁護士の一人づつの負
担は減少する。しかし、それだけ、一人づつの時間的な余裕はは増大す
る。このようにして、指導する弁護士は、その員数の理由から、指導する
裁判官、検察官が可能となっているよりも、多くの時間を修習教育に尽く
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すことになる、という前提が出来することになるだろう。
３ 弁護士界が職業準備をしていない若手弁護士の洪水氾濫を阻止する
現在のシステムによっては、法治国家にとってはますます継続的に明確
に浮かび上がってくる三つの危険があるが、しかし、それは、結局、克服
することができる。その三つの危険とは、まず、第一に、弁護士職の準備
をまるでしていないか、あるいは不十分にしか準備をしていない初心者の
大多数が新規に加入することによって、弁護士の法的役務サービスの質が
低下してくることである。第二に、そのように質のあまり良くない新人が
弁護士となることによって弁護士界の声望が必然的に失われること、第三
に、法治国家が弁護士界に認めている法との仲介の役割を市民に対しても
はや引き受けることができなくなること、である。弁護士修習生に対して
は、弁護士のもとでの修習教育箇所で、日常的な弁護士活動のうちでも重
大な包括的な実務の共同活動の訓練が要求されるし、また、弁護士の活動
方法に深い洞察の目を向けさせ、そして、特に弁護士職の準備として理論
教育受けさせる。このようなことは、弁護士職の日常的職務にとって不可
欠的に重要である弁護士活動の基礎を身に付けるさせることを含んでい
る。それによって、DAVによって提案された弁護士修習が、優れた教育
のあり様へのカタログの中心となっている要求を、満足させるものであ
る。
Ⅴ DAVの提案による修習教育費用に対する効果
１ 現在、国家によって負担されている修習教育費用
1998年の司法大臣会議・合同調整委員会の中間報告によると実務修習の
年間の費用は10億マルクにのぼり、そのうち、６億5000万マルクが修習生
に支払われているという。それでも、なお、おそらく合計数１億マルク以
上が人件費としていまだに計上されていない。その人件費とは、官公庁の
公務の修習箇所における実務修習の期間中やアルバイトゲマインシャフト
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の面倒をみる際に国家に生ずる、人的な修習収容能力の準備のために必要
な人的費用である。この数字は、間違いなく、変わることもないだろう。
２ DAV提案による効果
国家は、DAVの提案を承認するならば、現在、負担している修習費用
は大幅に軽減されることになる。
省略
Ⅵ DAVの提案による弁護士修習の認可に対する効果╱
集団問題に対する効果
１ 採用試験による弁護士修習の加入・許可の抑制は拒否する。
第一次国家試験の後、ただちに、弁護士修習のために採用試験によって
新規加入を規制することは、DAVは拒否する。このような採用試験に対
しては、すでに重大な法的疑問が存在する。大学により身に付けさせた包
括的な理論的知識、また、国の試験局により第一次国家試験の合格のため
の要件（前提）とされている理論的知識で十分であるにもかかわらず、さ
らに、これまでおよそ身に付けさせられたことのない実践的な職業追行の
知識をももって採用試験の要件とすることは基本法12条に違反することな
しに認めることはできない。法及び法適用の知識と無関係に、弁護士職の
ための特別な適性の試験であるというが、そのために、的確な典拠を示す
ことが必要であると思われるが、確証できるだけの規準は欠如しているの
である。
２ 待機期間問題の克服
省略
３ 弁護士修習の高度化要求の特色に対する効果と集団問題に対する効果
DAVが期待していることは、弁護士修習の内部における包括的な要求
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と、弁護士試験における次のような要求が実現されることである。その要
求とは、第二次国家試験では、これまでの合格者よりも、およそ10％から
20％を少なく合格させるということである。 その上、さらに、第一次試
験であまり成績の良くなかったものを、多少、弁護士修習の採用からはず
すことが許されないか。
４ 費用の支払われる弁護士修習の場所の申込みは、おそらく限定される
ことになろう。
それぞれの弁護士事務所の事実上の後継者の需要を考えて、また、それ
と結び付いて、弁護士修習生の修習教育のための財政的な重大な費用を支
出しなければならない個々の弁護士の準備をも考えると、DAVの評価に
よれば――少なくとも当初は――ほとんど支払われる修習場所は2000から
3000より多くの確保は、ほとんどできないことが予想される。弁護士修習
を（そしてそれにより後に弁護士職に就く）できる者の数は、支払われる弁
護士修習の場所として使用できるところの欠如から年々明らかに減少して
行くことになる。第一次国家試験の合格者のおよそ8000人から10，000人に
代わって、そのうちの、およそ2000人から3000人だけが弁護士職ための認
可の要件を達成する可能性を取得することになるだろう。
５ 限定された修習場所の提供は、弁護士修習者の数を制限する。
DAVの提言は、弁護士修習のためには、弁護士修習場所への適切な支
払いを証明した者だけが認可される。そのことによって、修習市場及び弁
護士の職務遂行市場の供給と需要が規制され、修習場所の提供と弁護士の
増大が調節されることになる。
a）?修習場所に対価を支払うこと?> このことに憲法上の疑念はない。
どの学生にも開始した修習を完全に終わらせることを可能にするという、
国家の義務は基本法12条からは引き出されることは有り得ない。第一次国
家試験を合格した者は、伝統的な実務修習のかたちでの修習ができること
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の保障を要求することはできない。
b）?証明できない者はどうなるのか> DAVは、次のことを自覚してい
る。弁護士修習を受けることができるための要件として、支払われる弁護
士修習教育の場所の証明を必要とするということは、これまで弁護士生活
に入ろうと試みることができた若い法律家のうちの、およそ年間40～50％
も（DAVの評価による）弁護士として活動することを遮断することになる
だろうということ、である。公務に就く数も経済界に進む数も減退する
か、あるいは、まるで落ち込むかもしれない。ことによると、第二次国家
試験に合格した者の20％から25％だけが、司法、行政、そして経済界に就
職する機会をもつことになるかもしれない。そうすると、大学を終了した
だけで、実務修習を証明できない者たちは（卒業法律家、ないし Bachelor
及びMasterの終了者）、新たな職業分野を――例えば弁護士と関係ない法
的活動の分野――開拓しなければならない。そのような場合には、弁護士
活動の見通しは少なくとも、もはや――これまでのように――唯一残され
た機会ではなくなる。
c）?弁護士修習なしで、弁護士職は?> このような見解は、2003年７月
１日に施行された法曹養成法改革にも当てはまる。弁護士界としては、追
加的に上乗せする実務的及び理論的な弁護士教育を放棄することはできな
い。それは、こんにちにおいても同様である。
このことは、Bachelor―Master課程が、今後導入されることがあれば
なおさらのことである。弁護士の認可は弁護士修習教育と結び付いていな
ければならない。そうすることなしに、大学を卒業さえすれば、つまり、
追加的修習教育なしに、依頼者のために期待される質を維持した弁護士活
動が行えるということは考えられない。弁護士の認可を大学の試験や第一
次国家試験にのみ依存させるという立法者の決定は、そのために、全く以
て、正当とすることはできない（そのように決定すれば、必ず、職業認可者
の数が明白に高まることになる）。
このようにして、何としても、弁護士界が修習の場所を提供することが
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多いほどに可能となる弁護士志願者のための実務修習が存続しなければな
らないのである。
しかしながら、もし、大学教育が職業資格を付与する終了をもって終る
場合には、その試験の合格者ははっきりとした機会を、ことに経済界への
機会に恵まれるはずであるという指摘も議論においてなされている。この
経済界は、実務修習で身に付けることができるような資格の認められる実
務経験を、必ずしも無条件的に必要とされることはない、法律家の需要が
ある。しかし、このテーゼの出発点には疑問がある。人が尋ねなればなら
ないのは、なぜ、経済界は、こんにちすでに、数十年以前と同様に、た
だ、第一次国家試験をモノにしただけの法律家を求めなかったのだろう
か、ということである。経済界は、第一次国家試験の合格者は、質的な要
件を持ち合わせていないと考えたから、そのような法律家を求めなかった
のである。第一次国家試験に合格したという名目の飾りでは、なにも変わ
るものはない。
そのようなことは結果的には、まるで重要ではない。というのも、大学
教育の終了にあたり職業資格を付与して終わらせる終了試験によっても、
少なくとも、法律家に対する経済界の需要は高まるものではない。それが
意味することは、たとえ、経済界が、今後、そのような終了試験で付与さ
れた資格をもつ者を必要とすることがあっても、採用される者は、今まで
に、何度となく挙げたように、きわめて少数にとどまることになるだろう
ということである。それに応じて、このような職業資格が付与される終了
よって卒業した者は、年間40～50％が、公務に就くことも、経済界に入る
ことも採用される機会がないために、また、弁護士修習の前提である、支
払われる弁護士修習場所がないために、いかなる職業にも就く可能性見つ
けることはできないことになる。ここで、ボローニャ・プロセスによって
活気の与えられる改革が、待ち望まれるのである。
d）?いかなる職業社会も後継者を育成しなければならない法的義務を負
わない> ときとして、次のような質問もなされるだろう。もしも、弁護
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士界が、自分流の弁護士教育をしたいならば、そのような弁護士教育を受
けたいと望むすべてのものに対してそれを提供しなければならないのでは
ないか、という質問である。このようなことは、すでに法的な理由から否
定される。だれでもが知っていることだが、われわれの国家では、いかな
る職業のためにも、特定の人数にその職業の教育をしなければならない義
務は存在しない。例えば医者を考えて見ればわかることだが、医者となる
ことができるためにどのような者でもが、当然に医学教育を受ける請求権
は存在しない。職業の自由には、その教育の自由とが相対峙している。そ
のようなことは、司法の機関としての弁護士界の立場にさえも、いささか
の変更が加わるものではない。それと結び付くのは、ただ、職業遂行の特
定の技術への期待だけである。国家の修習教育の責任が国家から弁護士界
に移転するようなことは、弁護士界のために存在する職業教育の自由の制
限について、とやかく言えないのと同じ様に言えないだろう。つまり、弁
護士界が極端に数多くの修習場所を用意することも、修習費用を引き受け
ることも拒絶した場合でも、弁護士界はそれだけで、なんら特別な役割を
要求しているわけではない。むしろ、ただ、ドイツにおいては、他のいか
なる職業の世界のためにも当然に承認されている地位を主張するだけのこ
とである。
支払う弁護士修習場所の予測される限定数と志願者の数との食い違い
は、そのために弁護士界が道義的に非難されることではない。その食い違
いは、もっぱら既存の修習システムの結果として生じてきたものである。
このシステムは、国家も経済界も、そして弁護士界も、その後継者の確保
のために必要とは考えられてはいない修習生の数を生じさせてしまってい
るし、また、決して意味があるとは思われない修習生数にしてしまってい
るのである。
法律の職業への志望者の数が極度に多くなってしまった責任は、弁護士
界ではなくて、もっぱら国家自身にある。国家は、ここ数十年来、識者た
ちの次のような警告に耳をかさなかった。それは、法曹養成教育は、他の
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アカデミックな教育を受けても職業には就けないすべてのものための受け
皿になってしまうという、いまいましい結果が生ずるだろうという警告で
あった。国家は、それに対して耳をふさいだことで、数万人という大学教
育を受け始めた者に、将来の職業についての不当な期待を抱だかさせてし
まったのである。法律学を学ぶ入り口のところで必要な制限の措置を講じ
ないまま放置していたからである。
６ 法律家の過剰の社会的政治責任、教育政策的政治責任ならびに道義的
責任は、もっぱら国家にある。国家はその解決を探索しなければならない。
かくて国家だけが、自分の決断による社会的な結果、教育政策的な結果
の責任を負うが、さらに自分の決断の経済効果の責任も負っているでのあ
る。
a）?DAV提言は浮き世離れ?> DAVとしは、大学の法学教育の国家に
よる教育の提供を受け容れてきた多数の若者たちにとって DAVの教育提
言の実現が、現実とのかなりに厳しい対決となることを看過しているわけ
ではない。
第一次国家試験のきわめて多い数にのぼる合格者がいる限り、つまり、
数千人が法律学を学び、そして第一次国家試験に合格していれば、それだ
けで、彼らは全く何も始められないか、あるいは制限されてだけ、なにか
を始めることが出来るだけである。つまり、特別の法律活動は何も出来な
い、ということである。そのような事態は、『卒業法律家』とか『Bache-
lor╱Master』という終了学位をもってしても、まるで、ないしは、ほ
とんど緩和されることはない。
このことは、国家が各方面からの警告を聴かされていたにもかかわら
ず、法律学の大学教育へのとめどもない加入を可能にし、また、法律学以
外のいかなのる大学教育課程をも見出だせなかったすべて者のために法律
学教育が受けられることを、受け皿としてしまった状況の憂慮すべき結果
である。このように作り出された問題は、それを生じせしめた国家が克服
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しなければならないのである。そのことをなんらの責任もない職業界に責
任を押しつけることはできない。そして、その職業界は、今後もこの教育
システムがこのまま多少変更されて存続することはあり得るので、ブレー
キのかからない職業の新規参入それ自体によって、質的にも、経済的に
も、生存を脅かされる問題に当面することになるかもしれないのである。
しかしながら、こんにちでも従来の教育システムでは、劣悪に教育され
た弱い候補者のために存在する法的可能性は、弁護士の認可である。しか
し、このような解決は、実は、ただ見せかけだけの解決にしかすぎない。
というのも、実際にもあることだが、職業を十分に準備していない弁護士
の数は増加しているが、そのために市場は塞がれるので、すでに長い期間
にわたって決して耐えることができない収入のベースしか見つからないの
である。
弁護士界の認可を受けている者も、その多くが職業的退場を余儀なくさ
れるか、あるいはそれがすでに間近に迫っているのである。そのようなこ
とは、今次の「法曹養成法の改革」によっても本質的には改善されること
はなかった。
このような者たちにとっては、すでに第一次国家試験の合格後にもただ
ちに法律関係職以外の、活気ある生業に入ることができるために、自分が
誤って選択した法律職から脱出することの方が、より良い決断ではなかっ
たのではないだろうか。そのことを DAVの提案の結論は多くの者のため
に呼びかけているのである。
このように考えると、従来のブレーキのかからない弁護士職への新規加
入は、この者たちにパンに代わって石を与えていたのであり、現実的で将
来を見据えた職業選択の決断から妨げていたのである。
b）?国の責任である> 第一次国家試験に合格はしたが、もはや完全法曹
の職に就く可能性を持たない巨大な数は、国の文教政策によって引き起こ
されてきたのであり、国の社会的・文教政策的の結果であるから、これを
受け止めるのは、国家だけであり、国家だけがその責任者として名前を呼
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び上げられる。
結論
DAVモデルによる分離修習は、集団大量問題とそれと結び付いた質の
問題の打開策となるのである。そして市場は、この提案によって、その様
相を変化させることになるだろう。弁護士界は非弁護士との永続的な競争
に打ち勝つためにも質の高い後継者を必要としているのである。
DAVの提案を実現することにより、弁護士の職務遂行の高度の質は長
期にわたり確保されることになる。
九 ボローニャ・プロセスをめぐる衝突と融合
序
ヨーロッパの高等教育の統合をめざしたボローニャ宣言は、29か国の文
部関係の閣僚のよる決議であったから、ドイツでもこの導入については、
まずは、文部大臣会議の決議から始まる。従って、この決議自体では、ボ
ローニャプロセスの「導入の受容」が示唆されているのは当然のことであ
った。これは、ドイツの高等教育の理科系・技術系を含めたすべての分野
にわたっての導入に関する決議であるが、しかし、この導入が法曹養成と
絡むと、種々の反発も生じ、「衝突」も繰り返される。もっとも、やがて
は、融合へと導かれるのであるが。
㈠ 各ラントの文部大臣連絡会議の決議 2003年６月12日
―― Bachelor―Master教育課程に関する10のテーゼ――
Bachelor―Masterという段階的教育課程の導入は、ドイツの大学教育
政策の中心的課題である。それと結び付いている問題は、大学教育課程の
広範な組織的かつ内容上の改革であり、それは大学教育の領域における専
門教育の提供のきわめてはっきりとした多様化をはかっている。このよう
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な段階的教育課程は、①勉学を始めたばかりの学生、②現在・在学中の学
生、③すでに職業活動をしている学生が、資格へのそれぞれの需要に応じ
てフレキシブルに活用できるような大学教育の提供を開いている。また、
それによって、この段階的教育課程は、大学教育期間の短縮をはじめとし
て、職業資格認定の持続的改善、そして卒業生の労働市場の適応力を強化
するなどの成功率を明確に高めることに貢献している。こうして新たな教
育課程は、学生たちの国際的なコンタクトの能力、それによる学生たちの
流動性とドイツの大学の国際的魅力の発揮を保障しているのである。そし
て、このような新たな教育構造についても、これまでの伝統的で、かつ継
続的な大学の終了とのパラレルを維持するという明白な構造準則とそれに
ついての明確な言明は、科学と経済の分野における新たな教育構造を、急
遽、包括的に受けとめることが必要な学生にとっては重要な前提要件であ
る。
１ Bachelor―╱Master教育課程の独自性
Bachelor―╱Master課程の終了は、独自の職業資格を与える大学終了
とする。Bachelorの終了をこれまでのドイツの卒業課程に統合すること
は有り得ないし、また、卒業課程を終了することに基づくMasterの学位
を授与することも有り得ない。
２ 段階的な教育構造
最初の職業資格を与える終了として Bachelorは、大学教育の正規の終
了であり、それによって学生の大多数のために最初の職業との接触に導く
ことになる。第二サイクルのMaster教育課程への認可は、必要的に、最
初の職業資格を与える終了を要件とするか、あるいはそれと同等の終了を
要件とする。また、それに以上には、さらなる特別の認可の要件に係らし
めることになる。
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３ 職業資格の付与
大学教育の通常の終了としての Bachelorは、独自の職業資格付与のプ
ロフィールを要件とする。そのプロフィールは、通常の教育期間内に身に
付けるべき内容によって明確にされなければならない。Bachelor教育課
程は、職業資格を与えるために必要な学問的基礎、方法論的能力、そして
職業に関連する適性を身に付けさせるようにしなければならない。
４ プロフィールの類型
Master課程はプロフィールにより『優れた適応指向の姿勢』と『優れ
た研究指向の態度』をもって専門分化されるべきであり、また、大学の
様々な任務に応じて総合大学においても専門大学においても活用されるべ
きである。
５ 連続的大学教育構造と非連続的教育構造
Master教育課程は、先行している Bachelor課程を専門的に継続し、
また高度化することができる。あるいは――専門的な関連が保持されてい
る限りは――学際的に拡大（連続的教育構造）することもできる。継続的
教育課程として、Master教育課程は、職業実務と職業的見聞を顧慮した
理論の提供が要件とされる。
６ 通常の教育期間と勉学のポイント（単位）
正規の教育期間は、Bachelor課程では、最少３年、最高４年とし、
Master課程では、最少１年、最高２年とする。継続的教育課程にあって
は、正規の期間は最高５年とする。Bachelorの終了は最少で180ポイント
（単位）を必要とする。継続するMaster教育課程のためには、最初の職
業資格が付与される終了までの教育課程を算入して300ポイント（単位）
が必要である。
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７ 学位の名称
学位の名称の単一のシステムは、新たな教育体系受ける者のための要件
である。連続的教育課程のために Bachelor―╱Master of Arts、Bache-
lor―╱Master of Science、Bachelor―╱Master of Engineering、そし
て、Bachelor―╱Master of lawの学位が授与される。Masterの学位
は、継続教育課程のためには、その要求されるところで、継続的なMas-
ter課程と等価値である場合にだけ、認められる。それ以上には、ことに
職業に就くためには重要で詳細な情報は、それは、それぞれの教育課程
で、取得される資格のための情報であるが、資格証書から、Bachelor―
╱Master課程のために強行的に規定されている補充説明が明らかにして
いる。
８ 資格付与
Bachelor課程の終了には、原則として専門大学の卒業終了と同一の資
格が与えられる。継続するMaster終了は、大学の卒業終了及びMagis-
terの終了と同様の資格が授与される。また同等視される専門大学の終了
も同様とする。プロモーションの認可については大学プロモーション規定
が個別的に定める。どの資格にあっても、教育期間の長さや、プロフィー
ルのタイプ、それに Bachelor―╱Master課程の終了を認める制度によ
って差別されることはない。
９ 質の確保とアクレデティション
Bachelor―╱Master教育課程はアクレディテーションされる。Bach-
elor―╱Master教育課程のために、HRG９条２項により文部大臣会議
が決議した各ラントに共通な基準・準則の維持は、アクレディテーション
において審査される。
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10 ヨーロッパ地域の大学
Bachelor―╱Master教育課程をもった段階的な教育構造はヨーロッパ
地域の大学の本質的な基礎石である。それは、ボローニャ協定が目標とし
て定めたところに応じて、2010年までに創られる。しかしながら、卒業に
よる終了を維持するための重要な理由は、2010年を超えて論じられるだろ
う。
?このような文部大臣常設会議の決議について、まずは、反応を示した
のは、DAVであるが、取りあえずは、「否定的」ではない。むしろ、「導
入受容」の気配を示している。そして、この後、DAVは、「肯定的」な詳
細な見解を、司法大臣会議からの質問に答えて展開することになる。これ
に対して、政党は反発を強めているし、司法大臣会議も、まずは、消極的
な態度に終始するが、やがて、態度を軟化させてゆく。この間に種々の賛
否両論が激しく対立し、いくつもの、提言、提案がなされて、錯綜するこ
とになる>。
㈡ ドイツ弁護士協会（DAV）の法曹養成教育及び継続教育
委員会による意見表明 2004年11月30日
――2004年10月20日の各ラントの文部大臣常設会議の
決議について――
【総 括】
●法曹養成の最近の改革は弁護士界からの視点によれば、不満足にとどま
ったままである。
● DAVは、従って、大学卒業後の弁護士教育について、あらためて自ら
の要求をする。
●法曹養成の大学の段階のためには、DAVはいわゆるボローニャ・プロ
セスの構造改革においても『リスク』があると解している。しかし、大
学の法学教育の価値を高めるためには、絶好の機会であり、また、それ
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によって、法学部の教育強化にもなる。
● Bachelor╱Master構造の導入によって大学卒業後の弁護士教育の必
要条件は、研究関連の大学のMaster教育課程の終了である。そのよう
にしてのみ、将来に向けての、職業開始者においても、弁護士の役務サ
ービスの高度の質が保障される。
【序】
ドイツ弁護士協会（DAV）は、ドイツの弁護士の任意の連合である。
現在、DAVは６万人以上のの会員がドイツの弁護士の利益を国内、ヨー
ロッパ、それに国際的規模において主張している。
【ボローニャ・プロセスと大学法学教育】
DAVは、たいへん強い関心をもっていわゆるボローニャ・プロセスの
準則の実現を見守っていいる。ボローニャ・プロセスは法曹養成に関係さ
せてみれば、まずは、最初の段階である大学教育を考慮している。DAV
が注目したのは、この大学教育における法曹養成のために段階的教育の導
入と関連させて展開しているさまざまな問題提起である。
法律学の勉学は、大学において行われなければならず、専門学校で行う
ことはできない。将来の弁護士が学習しなければなければならない法律学
の基礎教育には、現行法の基礎を身に付けるとともに、基礎科目である法
制史、法哲学、法社会学、比較法学がある。弁護士は、現行法規範を理解
し適用できるためには、このような基礎科目の理解力をもっていなければ
ならないのである。弁護士は、始終、事実関係と対決することになるが、
その事実関係の処理のためには、直接的に適用される規範のみならず、法
秩序の理解ともども、それらの基礎をも理解していることが必要となる。
幅広い基礎教育は、まさに、法がますます発展分化してゆく時代には、放
棄できないほどに重要なのである。
㈢ 政党による連合協約
2005年11月11日、CDU、CSU、SPDが連合協約によって、ボローニ
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ャ・プロセスの法曹養成教育への導入自体不必要であると反対し、これは
学生にとっても、労働市場にとっても有害である批判している。
㈣ Kilgerの分離修習論
【次に、ここで、DAVの会長であるKilgerの意見を挿入しておきたい。
というのは、Kilgerはいたるところで繰り返し講演を行い、「統一養成」
の補完しがたいような欠陥があることを指摘する一方、「分離養成」によ
る根本的な改革の必要を強調しているが（その代表的なものが2005年４月13
日に行われたミュンスタ―大学での講演である―Anwaltsblatt：2006・１の１
頁以下に掲載）、2007年10月11日の弁護士会での「ドイツの法曹養成におけ
るボローニャプロセスの実現」のための作業グループの会議での講演「マ
スター教育課程と実務修習においては、どのような教育内容が仲介される
べきか?」など）、翌日の10月12日にも、同じ「ドイツの法曹養成教育と
ボローニャ・プロセスの関係」の作業グループにおいて、15分の講演をし
てまとめている。要するに、ボローニャプロセスの導入を手段として、
「分離養成」の確立をはかろうとするのであるが（BRAKは同様にボローニ
ャプロセスの導入を手段に「統一修習」の維持をはかっている）、この機会に、
Kilgerのいくつもの講演の「隠された意図」である「統一修習に代えて
分離修習を」を取り上げて、ボローニャプロセスの導入問題が、このよう
にも活用されている、一つの事例としてあげておきたい。ただ、ここで
は、「ドイツの法曹養成とボローニャプロセスの関係」が講演のテーマで
あるにもかかわらず、ボの字も出てこないが】。
質問 『現在の統一修習は、分離修習に代えられるべきか?』
この質問に対する、回答は単純明快に、イェスである。そのように代え
られなけばならない。しかし、15分では、その理由を説明するのは短すぎ
る。そもそも、法曹養成の改革という鈍重で巨大な船が、実際には弁護士
養成の方向にさえ進路変更をしようとはしていないのは、なぜなのか、ヨ
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ーロッパのすべての国々が採用している弁護士養成という護送船団に組み
入れようとしないのは、なぜなのか、という理由を説明する時間として
は、短すぎる。
そこで、私は、次の四つのポイントに絞って話しをすることにする。
１ 一体、こんにち、統一修習とは、正確には、どのようなことなのか?
２ 弁護士界は、法曹養成教育を終了した者に対して、なにを期待してい
るのか?
３ 法曹養成教育の改革をめぐる議論においては、労働市場を注目しなけ
ればならないということはあるか?
４ 解決はただ一つ。私法的に組織された弁護士修習であり、その終了は
国家試験によるという解決である。
１ 一体、こんにち、統一修習とは、正確には、どのようなことなのか?
実務修習は、準備勤務Vorbereitungsdienstと言われている。しかし、
われわれが確認しておかなければならないことは、その準備勤務という実
務修習制度は、実は、結局のところ、なにも、適切には準備させてはない
ことである。
第二次試験の後に合格者は裁判官の仕事ができる能力が与えられること
はない。こんにちでは、それを与えることが、以前よりも、はるかに必要
であるにもかかわらず、である。新人の裁判官はその活動の開始に当た
り、数年前では、「部」に配属されていたが、いまはそのようではなく、
最初から、単独裁判官として活動しなければならないことが、しばしばで
ある。
また、統一的実務修習は、行政官になろとしている者に対しても、現代
的な行政管理としての?手段的な道具>Handwerkszeugを習得しなけれ
ばならないところ、その手助けもしていない。行政においては、真の法適
用はその活動のなかのごく一部である。むしろ、行政官は組織的なコミュ
ニケーションの能力、あるいは人事管理をマスターしなければならないの
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である。しかし、こんにち、そのようなことは行政官が裁判官と同様に、
職業の最中においてはじめて習得しなければならないのであり、それに
は、時間も費用もかかっている。――しかも、それは、実験用のモルモッ
トの悩みである。このような状態はすでに、統一修習が巨大な資金の消費
となるのではなかろうかとの疑問にもかかわらず行われているのである。
そのようようなことは、国家にとっても、修習生にとっても、果たしてい
いことだろうか?
統一修習は、弁護士職のためにも、十分な程度には、準備をさせていな
いのである。そこで、この指摘のために重要な問題だけを挙げてみる。
【ここで、Killgerは、現行の統一修習の欠陥を指摘するが、それが、分離
修習に改革すると、一挙に改善されることことになる、と考えている】
●弁護士修習箇所での修習は――時間的には実に――短すぎる。たとえ、
すべてのラントでは、かれこれ12か月を弁護士事務所で修習することが
できることになったにせよ、このような修習可能性では、実際には、ご
く限られた修習生だけが、誠実に、そして真剣にこの機会を活用してい
るだけである。このように、たんに機会を与えるだけでは、優れた修習
は十分にはなされない。
●弁護士修習箇所での修習は、ほとんどのラントでは、第二次国家試験の
論文試験の直前に行われる。これでは――当然のことながら――弁護士
のもとで真剣に行われている修習でも、そこで弁護士実務を修習してい
るのだという感動・感激もあまり生まれてこない。むしろ、われわれ
は、延長された弁護士修習箇所での修習が、延長された分だけ「ひっそ
りと身を隠くす場所」Tauchstationが延長されることになっていると
見ているのである。
●『人は、試験されることだけを、学ぶものである』。われわれが、弁護
士試験なるものを持っていない限りでは、また、有意義な方法での、実
務修習を補完し、かつ高度化させるべきところを、学ばせていないので
ある。
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●弁護士事務所では、レベルの高い義務的なカリキュラムを組むことはな
い。われわれが考えているところでは、どの弁護士も、刑事弁護人にな
ろうとも、あるいは、国際的な大弁護士事務所で企業合併のスペシャリ
ストになろとも、どちらでもいいのであるが、自分の修習においては、
すくなくとも、自分の専門をはるかに超えて見渡すことができる能力を
身に付けた弁護士活動ができるように習得しなければならなかったはず
であるということである。
●『完全法曹』という魅惑は、実は、からっぽの豆の鞘である。われわれ
は見ているのだが、そのことのために、あまりのも多くの修習生が職業
を正しく準備することが妨げられているのである。われわれが望みたい
ことは、修習の終わりごろになってみかけだけの職業選択の可能性があ
るということに代わって、大学の卒業の頃にはすでに最少限度、いま、
なにをするべきかを考えて、どの職業を選択するかの決断をしていてほ
しいのである。
かくて、私は、質問の１に答える。統一修習では、すでに構造的に法定
法律職を十分満足できるように準備することは、できなくなっている、と
いうことである。
数日まえに、われわれのところへ送られてきた、ノルトラインウエスト
ファレンの司法大臣の鑑定書に、法学Master教育課程の認可の憲法上の
問題について、その作成者は正当にも次のように言っている。完全法曹は
「現実的に見れば」たんなる「ひとつの教育を受けた地位」にしかすぎな
いと。まさにそのとおりである? だが、どのようにか?
２ 弁護士界は、法曹養成教育を終了した者に対して、どのようなことを
期待しているのか? また、その弁護士認可の初日には、弁護士は、何を
学び、何を経験しなければならないのか?
この第２の問題に対しては、短く回答できる。われわれが期待している
のは、同僚になろうとする者のための修習の目標は、自分の職業を、最初
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の日から独立し自己責任をもって遂行することができる職業資格をもつ弁
護士となることである。当然のことながら、われわれは、弁護士になりた
ての当初の数年間でどのくらいの職業経験が学べるのかを誤解しているわ
けではない。しかし、若い弁護士たちの大部分が、弁護士界の困難な経済
的状況に基づいては他人の助けを借りずに、自力で行動しなければならな
いから、弁護士事務所で先輩弁護士のもとでゆっくりと自分の?手段とす
る道具>Handwekszeugを習得する可能性は、もはやもたないというこ
とを確認すれば、われわれは、この修習期間のための実務修習を必要とす
ることになる。
さらに、その上、弁護士になろうとする者にたいして可能な限り最高の
修習なるものが、われわれの見るところでは、法律相談を独占している理
由の最重要な合法性のひとつとなっているということである。当然のこと
ながら、これにくみしたくないために、これと異なって議論することもこ
ともできる。しかし、その場合は、その人はわれわれの機関である司法を
破壊することになる。
最後に、私はここで、言及はしないことがある。それは、当然のことな
がら、若い同僚たちは、その修習のなかで、裁判所及び行政の活動も見聞
きし、知るよううにならなけなければならないということである。
３ 法曹養成教育改革をめぐる議論は労働市場を注目しなければならない
か?
他の質問の仕方に変えれば、弁護士の労働市場は、法曹養成教育のシス
テムを熟考するためには考えていなければならないのではないか? とい
うことである。私は、この質問を修習内容との関連では考えていない。こ
の修習内容が労働市場の要求の方向を見定めなければならないということ
は当然である。私にとって重大な問題は、修習システムが弁護士職の十分
な準備をさせることもしないで、選択の余地もなく、弁護士職に殺到する
大多数の完全法曹を産出させていることが、正しいのかどうかという問題
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である。ドイツのおいては、弁護士の数が法律相談市場の数よりも、した
たかに増大していることを、なにびとも争うことはできない。弁護士たち
は知っている。数年前には、弁護士の平均的ネット収入は月額およそ1500
ユーロだったことを。ところが、それ以後は、――統計が示しているとこ
ろだが――はるかに、これを下回っているのである。このような数字自体
が示めしていることがすでに問題である。というのは、司法の機関とし
て、とくに、職業法上の義務に服している弁護士は、この職業を行うため
にドイツの法秩序が要求しているほどに、十全に職務を尽そうとすれば、
とりわけ、堅実な財政的基盤が必要とするからである。当事者間の利益衝
突をめぐる争いでも、その事件の委託を拒否することができるほどに――
財政的な――独立性――も、そのひとつの例である。
しかし、ここに挙げた数字は、さらには、次のようなことを物語ってい
る。その数字は数多くの同僚たちが、――依頼のないために――たまにあ
る依頼において依頼者の利益を、できる限りベストに擁護・維持すること
ができるほどには、自分の職務を行うために必要な職業的な熟練を、もは
や、全く展開することができなくなっていることを示す指標となっている
のである。
私は、ここで、数字自体の減少について論じようとしているのではな
い。わたしは、市場操作――他の職業におけると同様に――のために論ず
るのである。現在は、司法の市場は弁護士としての完全法曹が、こんなに
多くいることを全く必要としていない。
４ 結論 私法的に組織された弁護士修習で解決される――しかし、やは
り、国家試験で終了することになるが。
私が、第一の質問の答えのために論じてきた①現状、②弁護士修習につ
いてのわれわれの期待、③弁護士界への無制限な殺到の問題は、DAVの
見解によれば、ひとつの方法で一挙に解決される。それは、国家試験で終
了する分離修習をもって、である。
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そこで、以上に述べてきたことの提案として簡潔にまとめてみると、
●これまでの伝統的な修習制度は廃止されるべきである。そして、それを
三つの修習課程に代えるべきである。弁護士になりたい者のための弁護
士修習、将来、裁判官・検察官になりたい者のための司法修習、さらに
は、上級官僚を目指して準備する行政修習である。
●このように三つに分けた修習課程に分離しても、これまでと同じよう
に、それぞれの別々になった専門分野別の修習箇所を終了するように規
定される。当然のことながら、専門分野別修習モデルにより、これから
の弁護士も修業するのであり、それは、裁判官とか行政官が別々のモデ
ルにより修習するのと同様である。それぞれの職業間におけるのと同様
に、それぞれの修習課程でもその間の変更可能性は保障される。
●弁護士修習に参加することの認可のためには、修習の場所を証明するこ
とが必要であり、その者だけに許される。そのことによって、実際に、
他の職業分野においても存在するような状況が造られる。
●弁護士修習の指導者となることができる要件は、すくなくとも５年来弁
護士界から認可されていること、すでに、自分の事務所の中に弁護士修
習生のための学習場所を確保できること、並びに規定されている最低報
酬を支払うことができることである。
●20か月の実務修習と並んで、実際に習得したことを補完し、高度化する
集中的な理論修習が４か月間続けられる。
●弁護士修習の終了に際して、弁護士試験が行われる。弁護士職は、他の
職種の、例えば裁判官職の知識と能力も要求されている。従って、他の
職種の内容についても試験されなければならない。弁護士試験は、今ま
でと同じように、国家試験である。かくて、さまざまに異なる国家試験
が、さまざまに異なる内容となるが、同一水準が保障される。DAV
は、弁護士試験が国家試験であることに賛成しているが、それは、とり
わけ、弁護士の法律相談の独占のために、国家試験が必要的共同連帯で
あるところからも賛成である。
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二つの誤解について、私は立ち入って説明することにする。それは専門
分野別の修習を求める DAVの要求との関連で、始終、再三再四にわた
り、聞こえてくる誤解である。
● DAVが、弁護士界により、需要操作をしていると言われていることで
ある。われわれはドイツにおいては、数年前にポーランドにおいてそう
であったと同じ状況を造り出していると言われている。しかし、そのよ
うなことは、ばかげている。ポーランドにおいては実際に、われわれが
望まないような、需要操作が存在していた。
そこでは弁護士会が、どのくらいの実務修習の応募者を認可すべきか
の割合が、年度ごとに確定される。そのようなことは、ドイツのわれわ
れの法案４条４項２文において禁止されている。この規定は、弁護士修
習生の認可についての手続の枠内で需要操作が排除されているのであ
る。われわれが望んでいることは、弁護士会の需要操作ではなくて、市
場メカニズムによる需要操作である。もしも、弁護士が後継者を必要と
するならば、弁護士は後継者を育成するだろう。分離修習が弁護士数の
人工的な減少の効果的な手段ではないことは、いくつかの似たようなモ
デルのあったラントでの経験が示している。そこでは、弁護士数は、い
くらかは増大してしまっている。市場規制は、両方の方向で機能した。
●もう一つ、われわれが繰り返し聞いていた分離修習に対する疑問の声
は、フランスのような国々においては、専門分野別教育から遠ざかって
いるが、その理由は、その専門別教育がうまく機能していないことによ
るからである、ということである。それは、一面では正しいが、同時に
誤っている。フランスでは、裁判官と弁護士との間には、共通の言語が
存在してなかったという状況があった。そのために、現在では、われわ
れの専門分野別修習モデルと一致するような修習箇所における修習が導
入されているのである。もしも、あなたが、フランスの弁護士に、あな
たの後継者の育成は自分によることを放棄し、そして国の手中に任せま
すか、という質問をすれば、彼らはこの質問を絶対に理解することはで
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きないだろう。つまり、フランスの状況は、専門分野別修習を導入する
という DAVのモデルに反対する根拠としては、適切ではないのであ
る。
●最後に。表向きは欠けている流動性についてである。私は、もう一度明
確に強調しておくが、法案には、異なった修習箇所からの流動性の規定
が含まれているのである。目下のところ、それ以上に弁護士職への裁判
官及び行政官の移動の可能性を定める規定を法案に造り上げているので
ある。
そこで、最後に、このテーマの質問に対する回答を明確にしておきた
い。
質問は、従来の統一法曹養成の実務修習制度は、分離修習制度に置き換
えられるべきか?であった。そこで、もう一度、回答を繰り返すと、
イェスであり、この回答は、今後とも、なんら、変わることはない。
㈤ 司法大臣会議の対応――関係各界への質問
文部大臣会議が取り組んでいる高等教育の BA╱MAの導入問題が、
ドイツ弁護士協会まで取上げるとなると、法曹教育の他方の責任者でもあ
る司法大臣会議は、導入するかしないかはともかく、問題にしないわけに
はいかない。ただ、それが時期的に遅れたのは、もともと、このボローニ
ャ宣言には、拘束力はなく、各国で自由に判断できるところから、慎重に
構えていたことと、医師とか法律家のように国家試験の合格を条件とする
職業には、BA╱MAシステムは、例外的に適用外にあると理解されて
いたことにもよる。
しかし、司法大臣会議は、この問題を類を見ないほどのスケールで大々
的に、しかも、繰り返して、取上げているが、その最初の出だしは、一方
で、自分は消極的見解を表明すると同時に、他方では、質問項目を作成し
て、およそ法曹養成教育に関係する各界に、その質問の回答を求めてい
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る。2004年11月24日のことである。
その質問を受けた対象者は、ドイツ連邦弁護士会、ドイツ弁護士協会、
ドイツ裁判官同盟などの法曹界をはじめ、大学学長会議、法学部学長会議
などの教育界、商工会議所、労働組合連合など、およそ30箇所以上団体・
機関に及んでいる。しかし、26ある質問項目のほとんどは、BA╱MA
システムのプロパーに関する質問に集中し、ここで関心のある法曹養成
が、この BA╱MAシステムの関係では、統一的であるべきか、分離さ
れるべきかの問題は、僅か３～４問にすぎない。
そこで、ここでは、まず、その質問項目を挙げて、ドイツ弁護士協会、
裁判官同盟、商工会議所の回答を取上げることにする。ところが、この質
問の前提として、回答は、必ずしも、質問に対して全部である必要はな
く、かなり恣意的に選択できることを断ってあったために、回答のない部
分も多い。さらに、ここでは、BA╱MAシステムのプロパーに関する
質問の回答は省略している部分がある。
ドイツの法曹養成教育への Bachelor―╱Masterシステムの導入に関する
司法大臣会議・合同調整委員会の質問事項
【前文】
いわゆるボローニャ・プロセスは、ヨーロッパにある諸国の大学教育の
ために、できる限りの統一的構造を導入することを目標としている。一般
的な終了学位として Bachelor╱Masterが定められた。Bachelor学位
は、３年（あるいは４年）の在学期間で取得できるし、Masterの学位はさ
らに２年（ないし１年）の大学教育で取得することができる。
ヨーロッパの学術大臣の努力は、この学位がすべての分野に導入される
べきだということである。ドイツでは、かなり早い時期に導入が定められ
るだろう。これの例外は、これまで、卒業が大学だけで終わるのではなく
て、国家試験の合格で終了する場合である（例えば、法律家とか医者のよう
にである）。
早法85巻１号（2009）120
法曹養成教育のためには、この導入は最初の判断としては、次のことが
重要となりうる。
Bachelorの最初のいわゆる職業資格授与の終了は、３年間の大学教育
の後に取得する。Masterは、これを基礎として２年間のさらなる大学教
育を要件とする（従って、全体の期間は５年である）。両方の資格とも、大
学の試験によって取得されることになるだろう。つまり両方ともに、従来
の第一次国家試験ないし国によって定められている必須課目試験に代えら
れることになる。試験は、あらかじめ、教育に伴う成績コントロール（成
績点システム）の方法で行われる。それは、終了の集中試験なしに行われ
るということである。
法律により規定されている法律上の職業のためには、引き続き実践教育
（実務修習のこと）が Bachelor―Masterシステムの導入を原則としても、
それに代えられることなく、実施される。
● Bachelor―╱Master終了者が多数になるために、実務修習のために
は、その採用試験が必要か?
●実務修習は、これまでと同様に統一法曹のために行われるべきか、それ
とも、例えば、裁判官修習、弁護士修習、それに行政官修習と分離して
行われるべきか?
●実務修習は次のような試験、つまり、国家試験としてあるべきか?
Bachelor学位の導入は、職業資格授与の第一段階の終了として、その
教育はどのような職業分野のために資格を与えることができるか、という
問題がある。それに、その他の問題として、法学部での Bachelor終了と
他の職業資格授与の終了とはどのような関係としてつくられるべきかとい
う問題もある。これに関して、比較されるのは、
●法律学の内容をもった学際的な総合大学教育課程（例えば卒業経済法律
家）における Bachelor―╱Master終了
●法律学の内容をもった学際的教育課程（例えば卒業経済法律家 FH）にお
ける一般的な専門大学での Bachelor―╱Master終了
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●公務のための専門大学の終了（例えば卒業行政管理者、卒業司法補助者、
卒業財政管理者）
●その他の法律的補助職業（たとえば簡易裁判所代理士、裁判所執行官、仲
裁的司法職）
●弁護士事務所職員、公証人職員である。この背景には、次の質問の回答
が要請されている
法曹養成教育の調整のための司法大臣会議の委員会は2004年11月24日の
司法大臣会議の秋季会議のために中間報告として提出したものであり、そ
れは、ボローニャ・プロセスはドイツの法曹養成教育にどのような効果を
及ぼすことがあるかという問題に関するものである。この中間報告は、最
近の状況をよりよく理解できるために、付随書類として添付してある。委
員会のさらなる作業のために、関係各界の前記の質問が実施されなければ
ならない。
その質問は、各種の利害関係と経験をもった数多くの名宛人に向けられ
ている。当然のことながら、あなたは、質問のすべてに態度を明らかにす
ることは期待されてはいない。
【質問項目】
１ あなたは、ドイツの法曹養成教育にとって Bachelor―Masterシステ
ムの導入には賛成ですか? それはなぜですか?
賛成の理由ないし反対の理由
２ あなたは３年間の Bachelor大学教育の内容にどのような期待をもち
ますか?
学問を身に付けることが中心になっていることあるいは方法論的
技能の取得? 大学教育のすべての中核科目が対象になっている
こと? いくつかの中核科目は軽視されている? イエスとす
れば、どのような科目が? 大学教育は学問的高度化を企図して
いるか? イエスとすれば、どのような領域において、どのよう
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な形式で?
３ 法学の Bachelorには規制はあるべきだと思うか? この教育課程
は、法律科目関連（例えば、経済と法、環境と法、労働と法など）をもっ
た法学部以外の教育課程と一線を画するために、特定の内容をこの学位
に導くことができるようにしているか?
(その際に、考慮すべきは、ボローニャコンゼプトによる教育課程に
はアクレデテーションされているということである。このためにドイ
ツでは、特別なアクレデテーションの審議機関が関与することにな
る。規制する場合には、この審議機関に相応の準則が策定されなけれ
ばならない）。
４ Bachelorの学位の取得のためにはどのような試験内容が規定される
べきか? それは、場合によって、選択的か、それとも重畳的か?
●民事法?
●刑法?
●公法?
●それ以外の科目?
５ Bachelor教育課程の終了者のためには、どのような職業的展望があ
ると思われますか? 直接的な職業上の可能性はあるか?
もしも、Yesであれば、どのような、そしてどのような範囲で?
法学部の卒業生の75％まであれば、十分といえるか?
もしも、Noであれば、職業見通しを開くためには、この他にど
のような資格が必要か?
６ Bachelor学位の保持者には、法律相談市場の新規加入は開かれるべ
きか?
もしも、Yesであれば、どのような要件が必要か?
７ Master課程への認可のためには、どのようなことが要求されるか?
ここで、問題になりうる点を挙げてみると、
●一定の Bachelor教育課程の終了だけで認可の資格を与える
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●特定の終了成績に到達していなければならない
●Master課程をもつ総合大学を選ぶことができる
●一般的な国による適性試験でよい
●さらに、その他に提案があるか?
８ 法学のMasterには規制はあるべきだと思うか? 例えば、この教育
課程を法律科目関連（例えば、経済と法、環境と法、労働と法など）をも
った他の教育課程と一線を画するために、特定の内容だけがこの学位に
導くことできるようにするなど。
９ １年間あるいは２年間のMaster教育の内容に、どのような期待をか
けることができると思われるか?
10 Masterの学位の取得のために、試験の内容はどのように規定される
べきか? 次の科目は、選択的か重畳的か?
●民事法においては?
●刑法においては?
●公法においては?
●それ以外は?
●学問的作業は試験成績として要求されるべきか?
11 Master教育課程の卒業生のためには、どのような職業的展望が考え
られるか? 直接的な職業の可能性は存在するか? もし、イエスなら
ば、どのような可能性か?
また、職業的展望を開くためには、この他にどのような資格が必要
か?
12 Master学位の所持者には、法律相談市場の新規加入は認められるべ
きか? もしも、イエスであれば、それはどのような要件で認められる
か?
13 実務教育（実務修習）は、法律で定める法律職業（弁護士、公証人、検
察官、行政官）のために、今後も引き続いて保持されるべきか? また、
Master学位の取得から分離して特別に行われるべきか?
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14 実務教育は、国による実務修習において行われるべきか?
15 実務教育は、統一的に（統一法曹）に行われるべきか、それとも、職
業別に分離して行われるべきか?
16 分離修習という方法は賛成ですか?
17 場合によって分離して実務修習を行うとすれば、その費用はだれが負
担すべきか（事情によってあり得る生活費支援も含めて）?
18 実務教育機関の独立性：この認可のためにはどのような要件が必要と
されるべきか? ここに、考慮すべき問題点を挙げると（選択的か重畳
的かはともかく）、
●全実務教育のために国家による統一的な認可試験（適性試験）
●実務教育に管轄権限のある機関（「司法」と「行政」のためには
国、弁護士のためには弁護士会）による分離された認可試験（適
性試験）、
●Master終了の結果（終了試験成績）による選別
●Master学位取得後の待機期間
●Master課程の特定の内容に限定
●教育場所のあるところだけの認可
●その他の提案は?
19 法定法律職のための実務教育の認可、ないしそれに相当する認可試験
（適性試験など）は維持されるべきか? 法律的内容（例えば経済法）を
持った学際的教育課程においてMasterを終了したものは、それを
●総合大学 か、
●専門大学
で取得したのか?
20 外国の大学の法律教育課程の卒業生も、ドイツの法律で規定されてい
る法律職業（裁判官や弁護士など）の認可は受けられるべきか? もし、
イエスであれば、それはどのような要件のもとにか?
21 分離修習で法律に規定される職業（例えば弁護士）の修習を終了した
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者は、法律で規定されている他の職業（例えば裁判官）にもなることが
できるととすべきか? もしも、イエスであれば、それは、さらに、ど
のような要件のもとにか?
22 次の者は、大学のMaster教育課程への入学の認可を与えられるか?
●法律の内容（例えば経済法をもった）学際的教育課程のある一
般的な専門大学において Bachelorの学位を取得した者?
●公務（例えば卒業行政補助官、卒業司法補助者、卒業財務補助官）
のための専門大学において Bachelorを取得した者?
その場合には、どのような要件のもとにか?
23 この他にさらに法律的補助職が存在する場合に、この補助職のための
教育システムへの認可、つまりMaster教育課程への認可、あるいは法
定法律職のための実務教育への認可は、開かれるべきか?
24 ３年間で職業資格を与える Bachelor教育課程の導入は、既存法律補
助職に及ぼす、なんらかの危険はないか?
つぎのような職業との関係をどのように思われるか?
●従来、経済界において『補助者』として、あるいは管理者とし
て勤務していた下位の試験による完全法曹
●第一次国家試験に合格している法律家（上掲）
●経済界及び行政機関での専門的担当者
●法律関連のある専門大学の卒業生（例えば卒業経済法曹）（FH）
●司法補助職、卒業行政管理者、卒業財政管理者
●区裁判所検事
●裁判所執行官
●弁護士事務所職員、公証人役場の職員
25 Bachelor―╱Masterシステムの賛同者は、その終了の国際比較を前
面に出し、また個別的な在学成績の国際的承認の、よりいっそうよい可
能性を前面に出すが、あなたは、この理由を
●妥当である（その理由は?）
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●不当である（その理由は?）
●わからない
26 あなたの意見では、ドイツの後継法曹の国際的スタンス及びコンタク
ト能力は十分であると思われますか? このために現在ある「喝」だけ
で十分ですか? もしも不十分であるとすれば、どのような改善策が必
要となりますか? その改善策は、Bachelor―╱Masterシステムにお
いてはいっそうよりよく達成することができますか?
十 ドイツ弁護士協会（DAV）の回答 2005年１月24日
『2004年11月24日の法曹養成教育に関する司法大臣会議合同調整委員会
の意見聴取に対してのドイツ法曹養成教育における Bachelor―╱Master
システムの導入ついての回答』
質問１
ドイツの法曹養成教育のために Bachelor―╱Masterシステムの導入
することには賛同するか? なぜか?
いわゆるボローニャ・プロセスの構造改革の基準によって法曹養成教育
を改革することには、チャンスとリスクの両方がある。基本的に言えるこ
とは、どのような改革でも法曹養成教育の質を改善する目標を持たなけれ
ばならない。そうすると、DAVとしては、Bachelorの終了を職業資格
付与の終了として認めることには、賛成することはできない。というの
も、法律で規定している法律的職業にとどめている活動を考えると、
Bachelorを終了するだけでは、そのような活動をさせることはできない
からである。
ただ、この改革が、次のように大まかに述べる考え方に従って実施され
るとすれば、圧倒的にチャンスになるだろう。その限りで、また、この場
合にのみ、DAVとすれば、この改革のコンセプトに賛成である。
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a）Bachelor―╱Masterシステムの導入に賛成する理由
⑴ 法律学教育の価値の増大
法律の国家試験を伴う教育課程の現行のシステムは、緊急に改革の必要
があったのであり、それは、また、現在でも、これまでと同様である。そ
のことは専門家たちの内外から認識されていた。ことに、学術審議会は、
はっきりと『教育と試験の乖離』が法律学の大学教育の脱学術性に導いて
いると明言していた（2002年）。大学における優れた無数の教育の提供も
あることを考慮すると、無条件的には、このようには言えないが、他方、
「教材が試験向きではないものを準備させている」ために、講義や演習へ
の興味が減退してしまっている学生の動向を考えると、当たっているので
ある。法学部の学生に法律の学問的内容を身に付けさせようとすると、
2003年の改革は、それによっては十分に促進させているわけではない。こ
れは、あらためての改革によって、やっと改善されるだろう。
⑵ 第一次国家試験の完全な廃止の問題とそれが国家試験のスタイルで
ある問題
大学教育の終了に際して国家試験に関与することを廃止するというの
は、DAVの見解によれば、一定の条件のもとに考慮される。この廃止
は、なるほど、法律の大学の終了の比較可能性がもはや保障されなくなる
というである。これは――すくなくとも、連邦の内部においては――従来
はそうであったように、である。しかし、DAVの観点からすると、次の
三つの理由から、それには害はない。
※伝統的な第一次国家試験は、弁護士職のための職業能力に関しては、も
っぱら、きわめて微小な影響しかもつにすぎなかった。この点では、見
解は一致していた。
※?第一次試験が廃止されると>学部の個々の終了は、より大きな意義を
もつことになるだろう。それは、学部間の質の競争を促すものであり、
DAVが無条件で歓迎するところである。
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※ DAVが考えているところでは、古典的法律職業の新規加入のために
は、国家試験で終了する大学卒業後には実務教育が行われることを要件
としている。この第二の段階の修習の終了は労働市場への加入のために
は、これまで以上に大きな意味をもつことになる。DAVは第一次国家
試験の廃止は、少なくとも、すべての法律で規定されている法律職にと
って、同様である場合だけ、認めるものである。
⑶ 学部間の競争
終了試験の大学の関与がどのような強化されても、学部間の競争を激化
させる。このような競争がベストの研究者をめぐる競争であり、ベストの
学生をめぐる競争であるから、われわれは、それを必要としているのであ
る。この競争は、――従来以上にいっそう――法学部のさまざまなプロフ
ィールがかたちづくられることに導く。大学のすべの学部に法律学の内容
の基準が仲介される限り、DAVはそのことを無条件に歓迎する。
⑷ 学生と研究者のヨーロッパ規模での交流の容易化
ボローニャ・プロセスは、統一性を要求しているのではなくて、ヨーロ
ッパ内での法律学教育課程の強化される透明性を要求しているのである。
しかし、この基準の実現に当たって、間違いなく浮上してくる最初の困難
な問題は、このボローニャ・プロセスの目標が学生ならびに研究者の高め
られるフレキシビリティを考慮した中心的な要因であることが思い違いさ
れてはならないのである。まさに、法律学においては、エラスムスのよう
な既存の交流プログラムとともに、EU内部での対話のさらなる刺激が作
り上げられなければならない。弁護士職は連邦統一的な職業であるが、や
がてはヨーロッパ的な職業となる。DAVはこれからの同僚弁護士が法体
系の共通性と異別性についての理解に明敏になることを心から歓迎してい
る。
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⑸ 時間的ファクター：なお、教育課程の構造の共同形態は可能である
DAVは、ドイツにおける法曹養成教育の改革が、とりわけ、ボローニ
ャ・プロセスの基準に従ってなされることは不可避であると確信してい
る。DAVに対して、その迅速な実現を要求しているのは、次の三つの理
由である。
※ドイツ以外のヨーロッパの法学部はドイツよりももっと明確に、その実
現が進みつつある。ドイツの学生にとってこのプロセスから除外されな
いことが、利益となる。外国のベストな学生や研究者がドイツに連れて
来られることも、ドイツの利益となる。そのことは、ドイツ学問的立場
を強化する。もしも、学業成績及び研究業績の承認の可能性が単純・明
快で透明性がないとなれば、学生の留学や研究者の滞在は他のところを
好んで選択することになるだろう。
※現に、卒業経済法曹の教育課程をもった専門大学はドイツの学部より
も、いっそう明確に実現しつつある。この専門大学は、きわめて強い動
機をもって、成績をより良くすることを強く求める学生たちを魅きつけ
ている。この『ボローニャ―適合』のカリキュラムはベストな学生たち
をめぐる法学部間の競争において重要な根拠となるだろう。
※もしも、法曹養成教育をめぐる議論の参加者が、この実現を迅速に開始
しないならば、文部大臣、財務大臣たちが積極的に取り組むことになる
という恐れがある。ことに、財務大臣の利害関係は、法学部の強化にあ
るのではなくて、その内容とは無関係に費用に見合った法学部教育、従
って期間の短縮を考える法学部教育にある。このような目標設定及びそ
れと結び付いた危険を阻止されなければならないだろう。
b）Bachelor―╱Masterシステムの導入に反対する理由
⑴ 法学部教育のさらなる脱学問化の危険
DAVは、ボローニャ・プロセスの準則の実現への要求を法学部教育の
法律学の学問的内容の強化への要求と結びつけている。DAVは、できる
限り費用負担が軽減されて、早めに終了できるカリキュラムだけを念頭に
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おいている国庫の財政に動機づけられている目標に対しては反撥してい
る。
⑵ 最初の段階では、学問的基礎教育を重視する一段階教育システム
は、もしも Bachelor段階で職業実践能力に大きく重点をおくよう
であれば、ねじまがって、本末転倒になってしまう。
導入に反対するこの理由は、より詳細な検討には耐えられないだろう。
ボローニャ・プロセスは――あまりにもしばしばなすり付けられている
のとは異なって――学問的基礎教育が大学の教育の最初の段階において
は、いかなる余地ももつべきではないといううようなことを強行的に要求
しているのではない。重要であるのは、新たな教育課程を作り上げること
である。この教育課程は適用関連が作り上げられのではなく、研究関連が
作り上げられ、また、作り上げられなければならないのである。これが可
能であることは、例えば、ドイツ連邦共和国のラントの文化大臣会議によ
って2004年10月20日の意見表明で挙げられたような、他の教育課程の例が
示されている。
⑶ 短期間では、Bachelor of lawのいかなる活動分野もありえない
弁護士、司法、行政のような古典的法定職業の下位の法律職の労働市場
は、目下のところ、Bachelor of lawのためのいかなる活動分野も用意さ
れていないように思われる。ここで、思考の転換が必要とされ、また、転
換されなければならない。法律の大学教育は――ジェネラリスト教育とし
て構築されて――マネージメントの任務を取り込んだ業務運営上組織化さ
れた職業の、幅広い分野のための基礎教育であり、また、たしかに、法律
適用の職業の観念から切り離された、およそすべての経済活動分野におけ
る基礎教育である。ここでは、アングロアメリカの範型に倣わざるを得な
いが、それによると、短期間の法律学の教育課程の卒業生は、『パラリガ
ル』として組み入れらるだけでなく、法律のジェネラリストとなるために
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学ぶ大学教育は、経済界のあらゆる分野における幅広い多様性のための基
礎であるとされている。ドイツには職業教育（弁護士事務所職員、公証人事
務所の職員）の領域の教育課程あるいは専門大学の教育課程（たとえば司法
補助とか管理者のためのオープンカレッジで学ぶ教育課程：裁判所執行官、司
法補助者などなど）がある。大学の教育課程の発展分化は、上述の領域に
おいて、また、自由な経済界において新たな教育課程を造り出すことにや
ってのけることができる。卒業経済法曹のための比較的新たな専門大学教
育課程が示しているのは、その卒業生が法律の適用の活動のみならず、大
きな弁護士事務所における管理者として、あるいは自由な経済界における
管理者として多様な活動領域を見出だしていることである。
ここでは、卒業生と場合によって使用者でさえも、卒業生のジェネラリ
ストとしの質を利用することを望み、探し求めるているのである。
⑷ 2003年の法曹養成改革の関与者の改革停年
改革後も、改革前である。改革停年はこの社会では許されない。もし
も、改革の必要が確証されるならば、改革はただちに行われるべきであ
る。ここでは、まさに、その場合である。ここ数年来及び数十年来の議論
が示していることは、法曹養成教育の改革が僅か数年ごとの間隔で可能で
あったということである。DAVの考えるところでは、関係者は、上述の
理由からも、緊急性が要求されていることを認識することだろう。
質問２
３年間の Bachelor教育の内容に、あなたはどのような期待をもちます
か?
DAVの見解によれば、これからの Bachelor of lawの職業資格者は重
要な地位を占めることはできないが、次のMaster教育の準備を行うこと
になる。もっぱら、大学教育の学問性が全体として、専門大学教育とは異
なった存在を主張することができる。以下省略
質問３
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Bachelor of lawが、他の、法律関連科目（例えば、経済と法、環境と法、
労働と法）をもった教育課程と一線を画することができるために、特定の
内容だけが、この Bachelorの学位を付与することができるように、規制
はされるべきか?
法定の法律職遂行資格の準備をする教育課程のためには、Bachelor of
 
lawの規制はなければならない。その最少の内容は、かって、古典的な
――伝統的な基礎教育を身に付けさせた――法領域である。それととも
に、法律学の精神科学的及び社会科学的な基礎、たとえば法制史、法哲
学、法理論法教義学、比較法学、法社会学、法政策、方法論並びに法の経
済的分析の基礎のような科目も必要である。以下省略
質問４
Bachelor学位の取得のために、どのような試験内容が規定されるべき
か。それは選択的か、重畳的か?
DAVは、目下のところ、教育及び継続発展教育のための委員会によ
り、弁護士にとって必要な法律学の研究を具体化するモデルを作り上げて
いる。このモデルの範型を2005年の秋に提出する予定である。
質問５
Bachelor課程の卒業生のためには、どのような職業の見通しがある
か? 直接的な職業の可能性はあるか?
DAVは、上述してきた原則により、教育を受けてきた Bachelor of
 
lawは、とくに自由な経済界において、最短期間にさまざまな仕事を準備
することができるようにすべきであると考えている。総合大学は決して職
業学校ではない。直接的な職業の能力を身に付けさせる必要はない。つま
り、DAVの見解によれば、もしも、カリキュラムの全くもって負担加重
を避けようとするならば、要求度の高い法律学の大学教育は、全く以て不
可能である。むしろ、卒業生には、さまざまな仕事の領域に精通させる能
力を与えなければならない。ことに Bachelor of lawは次のような領域に
就けることができるはずである。
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●銀行や保険会社の担当者
●経済界や製造業における事務関係のリーダー
●大弁護士事務所の法律的な補助活動（督促手続、強制執行など）
● Bachelor教育課程のスタイルによる仕事：公務も含めて
●幅広く精神科学的な法律上の基礎資格が役に立つ、その他の領
域
●ジェネラリストとして学んだ法律教育が有用な、すべての職業
活動
質問６
Bachelor学位の所持者は法律相談業務に新規に加入することができる
か? もし、できるとすれば、どのような要件のもとにか?
Bachelor教育課程の卒業生は、法律相談業務を行う資格はないし、ま
た、それを与えることはできない。この卒業生は、資格をもつ法律相談へ
の客観的要求を充たすことはないし、また、公衆が職業的法律相談者（弁
護士のことだが）にもっているイメージを、この卒業生たちに対して、同
じようには持っていない。消費者保護の観点は、Bachelorの卒業生が法
律相談に加入することには反対している。もしも、Bachelor of lawの卒
業生が法律相談の権限をもつならば、それは秩序だてられている司法の利
益にもならないことになる。
質問７
Master教育課程に入るためには、どのような要求がなされるべきか?
まず、述べておきたいことは、大学の地域性による分化独立性から、
Master終了のかたちもさまざまである考えられるところから、古典的な
法定法律職のための大学卒業後教育をしている、すべてのMaster終了教
育に資格付与が認められるものでもない。ということである。
a．特定の Bachelor課程に限るか?
イエス?Master教育に入ることが認められるのは、学問関連の Bache-
lor課程及び大学における研究関連の Bachelor課程だけである。
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b．特定の終了成績の達成は?
No? Bachelor課程を終了できたことで、原則として、十分である。
c．Master課程の大学による選別は?
入学の認可の権限を持つ大学が自分の基準を立てることは、十分に考え
られる。この場合に、かならずしも、すべての Bachelor of lawが教育場
所を見出だせないことは、悪いことではない。というのも、彼らは労働市
場に組み入れられるからである。
d．一般的な国による適性試験はどうか?
No?
質問８
質問３と同じ。BachelorをMasterに変えただけ。
答えも３参照とある。
質問９
あなたは、１年あるいは２年間のMaster教育課程の内容に、どのよう
な期待をもちますか?
回答は、質問10の回答を参照すべし、とある。?質問10には回答はない>
質問10
Master資格の取得のために、どのような試験内容が規制されるべき
か? それは選択的か重畳的か?
回答は、質問10の回答を参照すべし、とある。?意味不明>
質問11
①Master課程の終了者には、どのような就職の見込みがあるか? ②
見込みがあるとすれば、直接的な職業の可能性か? ③職業の見通しを開
くために、さらには、どのような資格が必要か?
①に対して
この質問に対する答えは、Master課程が、Bachelor課程のどのような
卒業生を選別したかにかかっている。つまり、古典的な法定の法律職のた
めに大学卒業後の実務修習に資格を与えるような学問的なMaster課程で
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は、この実務修習がまさに、決めてになる。
②に対して
質問５の回答を参照すべし、という。
③に対して ７
古典的法定法律職のためには、大学卒業後の、職業関連教育が必要であ
る。
質問12
Masterの学位を持っている者には、法律相談市場は開かれるべきか?
もし、答えが、イェスであれば、それはどのような要件のもとにか?
No? 法律相談市場の新規加入のための要件は、以前と同様に、少な
くとも、これまでの法曹養成教育の質的水準が維持されているべきであ
る。つまり、法曹養成教育のシステムは、第一段階（大学教育）と第二段
階の大学卒業後の実践的教育が維持されていなければならない。大学の
Master教育を終了して、大学後の弁護士教育を受けたものだけが、法律
相談市場のに役務サービスを提供することができる。
質問13
実務的教育（実務修習）は法定法律職（弁護士、公証人、裁判官、検察官、
上級行政官）のためには、これからも保持されてゆくべきか、そして上記
の学位の取得とは別に実施されるべきか?
いずれにしても、弁護士の職業のためには、大学卒業後の実務教育のた
めの修習が保持されていなければならない。DAVは考えるのだが、この
ことは、その他の古典的法的法律職のためにも言えることである。どのく
らいの実務修習期間が大学教育の一部となっているのかのということと無
関係に、弁護士教育は、Master学位の取得から分離して無関係に実施さ
れるべきである。
質問14
実務教育は、国の実務修習において行われるべきか?
No?
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質問15
実務修習は、統一的に（統一法曹）に行われるべきか、それとも職業別
に分離して行われるべきか?
DAVは、90年代以来、古典的法定法律職には独自の大学卒業後の修習
課程を要求してきた。われわれは、そこで、「分離弁護士修習及びその後
の継続的教育課程よる実務修習の改革のための DAVの提言」が参照され
るように指示する。
?これは、八のⅠの DAVの「提言」のことを指している>
質問16
分離修習のどのような方法に賛成するか?
質問15の回答において参照を求めた「提言」に詳細に述べている。
質問17
誰が、分離された修習の費用（場合によって生計費も含めて）を引き受け
るのか?
それぞれの教育課程の担い手である。詳細は、前掲の「提言」
質問18
実務修習機関の独立性：このための認可には、どのような要件が必要
か?
二つの要件を満たさなければならない。
a）上述した要素をもっているMaster課程の卒業生だけが、弁護士教育
を許されるべきである。つまり、大学卒業後の弁護士教育のための大学の
Master教育課程の卒業生のためにだけ許される。
b）それと並んで、DAVの見解では、実務修習のための教育場所を証明
した者だけに弁護士修習が許される。
質問19
法定法律職のための実務修習の認可、ないしそれと相応する認可試験
（適性試験）の認可は、法律的内容（例えば経済法）をもった学際的教育課
程において、大学または専門学校のMaster課程を終了した者が、得られ
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るべきか?
DAVは、大学の法学教育並びに卒業後の弁護士修習は全体として関連
していると考えている。弁護士の職務遂行の質にとっては、包括的な法律
学のMaster課程の卒業生だけが、その卒業後の弁護士修習を終了できる
可能性を持っているとすることが、絶対不可欠である。ここでもう一度繰
り返したいが、DAVの見解によれば、これからの弁護士は、現行法の基
礎を身に付けるだけではなくて、それとともに、法制史、法哲学、法社会
学などの法律学の基礎的な教育を終了していなければならない。要する
に、弁護士は、もとより、現行法規範を理解し、適用するために、この基
礎科目を理解する能力をもっていなければならないのである。弁護士は、
しばしば、事実関係と対決することになるが、その対処のためには、直接
的に適用される規範の理解のみならず、ドイツの法秩序の基礎ともども
に、そのシステムの理解が必要となる。幅広い基礎の教育は、まさに、法
が絶え間なく発展分化してゆく時代においてこそ不可欠である。このよう
な要求が満たされるために、われわれは優れた力のある学部が必要となっ
ているのである。自然科学は、基礎的研究が必要であることを明らかにし
ている。そのことは、法律学においても同様である。その研究及び教育が
大学で高い水準で行うことができないとすると、一体、どこで、それをす
るのか? 学生にとって必要なのは、優れた構成をもつ学部だけではな
く、それ以上に必要なのは、法律学を学ぶだけの時間である。この時間こ
そ、Master終了をもって完結させる大学教育だけが提供できるのであ
る。
質問20
①外国の大学の法律教育課程の卒業生も、また、法定法律職のための実
務教育の認可は得られるべきか? ②もし、Yesであるとすれば、どのよ
うな要件のもとにか?
①について Yesである。
②について 外国の大学法学部の教育課程を卒業したものは、ことに、方
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法論的知識と能力が、その一部である信頼のおける確実な法律学教育を受
けて、ドイツ法の知識も持たなければならない。ここでは、EuRAGの意
味において、ヨーロッパの弁護士の認可のために展開してきたと同じよう
な基準が決定するのである。
質問21
法定の法律職（例えば裁判官）への認可は、分離修習が他の法定法律職
（例えば弁護士）を終了した者にも与えられるべきか? もし、イェスであ
れば、さらに、どのような要件のもとにか?
たとえ、実際には、流動性の必要がそれほど大きくないとしても、
DAVモデルは教育された弁護士が裁判官職に就くことも、そして、その
反対のことも許している。しかしながら、職業の変更は、どのように職業
実務経験をしたか、ないしは、特別に定められている試験を受けたことに
結び付いている。
質問22
大学のMaster課程への認可は、次の者にも与えられるか?
●法律的内容（経済法）をもった学際的教育課程における一般的
専門大学で Bachelor学位を取得したもの、
●公務職のための専門大学（卒業行政管理者、司法補助、財政管理
者）で Bchelor学位を取得したもの、
もしも、Bachelor課程教育において、大学だけで身に付けることがで
きるような法律学の基礎教育が行われるならば、大学の Bachelor終了の
卒業生だけに、大学のMaster教育の認可が与えられる。
質問23
この教育システムへの認可、つまりMaster課程あるいは法定法律職の
ための実務教育への認可が開かれるべき、さらなる法律補助職は存在する
か? それは、どのような要件のもとにか?
No?
質問24
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３年間で最初の職業資格が付与される一般的な法律 Bachelor教育課程
の導入はすでに確立している法律補助職を排除することに導くような危険
をあなたは認めるか?
No? 法曹養成教育のあらためての改革は、実際のパラダイムの交替
に導く。古典的な大学の法曹養成教育のみならず、その他の法律上の『補
助職』のための教育も変更してゆくことになるだろう。このような教育課
程は、部分的にせよ、大学の教育課程のなかにとり込められる。DAVの
見解によれば、一つの一般的な法律の Bachelor教育課程が存在するので
はなくて、さまざまな Bachelor教育課程が存在する。確立されている法
律職の排除あるのではなくて、もっぱら、このような『補助職』のために
新たな教育課程があるのである。卒業法曹（FH）、司法補助職、簡易裁判
所検事、裁判所執行官、弁護士事務所、公証人事務所の職員はこれまでも
優れた教育を終了してきたが、彼らはさらに、市場を主張することができ
るようになるだろう。
質問25
Bachelor╱Masterシステムの賛同者は、そのシステムの終了の国際的
比較可能性及び個々の学生の成績の国際的承認の改善された可能性を重要
な中心課題にすえている。
終了の国際比較及び個々の学業成績の国際的承認の改善された可能性こ
そ、ボローニャ・プロセスがめざした目標である。DAVは、そこで、次
のように考えている。ボローニャ・プロセスの目標のすべては（容易に理
解しやすく、比較可能な終了証明書の導入、段階的な教育・勉学システム、成
績点システム、学生及び教師の移動の促進、質の確保のヨーロッパ的協同の促
進、アクレデテーションの体系的設置、生涯の継続的教育の構築、国際的な専
門大学のネットワークの発展）は、並行的に同列に重要視されるものであ
る。このようなボローニャ・プロセスの目標は、さらに、ヨーロッパ規模
で、かつ、国際的な水準を満足させるために、国際的は交流・交換を促
し、また、同時にドイツの法曹養成教育の改善のために、適合するもので
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ある。
質問26
あなたの見解によれば、ドイツの法曹の後継者たちは、国際的指向およ
び国際的コンタクトは十分であるか? このために、現在、既存の魅力で
満足しているか? もしも、その回答がNo?であれば、どのような改善
策があるか、ないしは、それは、どのように必要か? その改善策で
Bachelorシステムは改善を達成できるか?
質問１ a）（４）を参照のこと。
十一 ドイツ裁判官同盟 Deutsche Richterbundの回答
ドイツ裁判官同盟は、2005年１月26日に、回答している。回答責任者
は、前掲の公聴会において口頭で回答した Bettina Leetzである。
しかし、ここで、裁判官同盟が、分離養成の賛成を強調していることが
注目される。
ドイツ裁判官同盟は、当然のことながら、上述のテーマについての議論
に関与している。しかしながら、ご理解頂きたいことは、提出されている
質問のためには、いまだ、最終的な報告をすることができないということ
である。従って質問表に対する回答は、当面考えられていることだけであ
って、なおも引き続き、今後も慎重に考慮することが必要である。ドイツ
裁判官同盟は、まもなく、ボローニャ・プロセスによる曹養成教育につい
てさらなる考え方を提出するつもりである。
質問１について
法曹養成教育に B╱M システムが導入されるべきかどうかの問題は、
すくなくとも、現在のところ、最終的には回答することはできない。とい
うのは、
ドイツ法曹養成思潮の衝突と融合（Ⅰ）（鈴木) 141
○教育内容及び――試験の形式も十分には、明らかにされていないから
であり、
○最近の法曹養成改革は完全に実現もされてはいないし、また、十分に
は利用もされていない（新・旧が並行している）
○Bachelor終了の職業像を認識することができない。
○Master教育への入学条件が明らかにされていない（どのような
Bachelor of lawがMaster教育を受けられることになるのか?）
質問２について
Bachelor教育は、職業分野への実務に向けて十分に準備しなければな
らないが、同時に、Master課程のための必要的な高度化が保障されなけ
ればならない。その際に、教育内容は、いまだ未決定の職業像にかかって
いる。
質問３について
Bachelor課程に対する規制は、司法職、弁護士職、行政職における法
適用╱運用に必要な質の確保のためにも不可欠であると思われる。
質問４について
Bachelor学位の取得のための試験内容は、伝統的な三つの科目（民事
法、刑法、公法）及び法適用の基礎的な方法論まで拡張される。
質問５について
古典的な法律職への見通しは、現在のところ、見極められない。
質問６について
十分な職業分野の分析がなされていないので、法律相談市場への新規加
入については賛成することはできない。
質問７について
必ずしも十分ではない認識であるという留保のもとでは、選抜の基準に
賛成する。この基準は恐らく、終了試験成績か分離された適性試験となる
だろう。
質問８について
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規制は、法の適用及び運用の質を確保するためには不可欠である。
質問９について
事案において、個々の法領域を学問的に深化・高度化することのために
も、第一次国家試験の要求に向けられた内容だけが是認できるように思わ
れる。
質問10について
上述の内容とともに、従来通りに、選択必須科目が規定されるべきであ
る。学問的な研究はこれまでの改革議論にかんがみて必要はない。
質問11について
職業の見通しは、Bachelor終了者の職業見通しと同様に、朦朧として
いるように思われる。職業的見通しを切り開くためには、なお、さらに継
続的な（ないしは特殊専門的な）教育、いわば現在の実務修習と同様な、
修習が必要である。これは、すくなくとも、裁判官、弁護士、行政官のよ
うな法定法律職に言えることである。
質問12について
現在では、賛成することができない。
質問13について
質問11を参照 ――Yesである。
質問14╱15╱17について
国の準備勤務（実務修習）において実践的教育が行われなければならな
いかどうかは、議論の余地はある。これは、法定法律職の認可要件がどの
ように規制されるかにかかっている。
裁判官職の資格が弁護士職の遂行のための要件であり、ないし行政官へ
の就任の要件である限り、国家的実務修習を度外視することはできない。
しかし、もしも、この認可要件を変更することが決定された場合には、当
然のことながら、職業別による実務修習を実施することは、意義のあるこ
とである。
分離修習における費用の負担の決定は、政治的観点により決定される。
ドイツ法曹養成思潮の衝突と融合（Ⅰ）（鈴木) 143
すくなくとも、その場合には、従来の規制は熟慮に値する。
質問16について
ドイツ裁判官同盟は、2002年の法曹養成の改革論議においては、すでに
第一次国家試験のあとの分離修習は賛成の意見を表明している。この考え
方は、すでに、確定している。さらなる継続教育は司法、弁護士、行政の
領域のために別々に行われるべきである。
質問18について
選別は、Master終了の結果（終了成績）に従って、待機期間も含めて
行われる。
質問19について
学際的教育課程におけるMaster終了を伴う実務修習の認可は拒否す
る。
質問20について
質問18で提案したように、新規加入が一定の要件のもとになされる限
り、外国人の志願者がその要件を満たしている場合には、外国人志願者に
も新規加入は開かれるべきである。
質問21について
この質問の回答は、修習の内容、試験の要件及び認可の要件にかかって
いる。分離修習による法定の法律職の新規加入は、必ずしも、一般的・全
般的には拒否されることはない。
質問22について
終了の等価値性が保障されない限りは、認可は拒否される。
質問23について
例えば、裁判官の補助制度の導入が考慮されるべきであるならば、
Master課程及び実務教育への認可は考えられる。
質問24について
排除の危険は、まさに、経済界及び中間の行政域においてあり得ると思
われる。
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質問25について
その理由は、国内法秩序への一般的な強い関連性のために不当であると
思われる。
質問26について
ドイツの後継法曹の国際的指向とコンタクトの指向は、全体として十分
に保障されていると思われる。
十二 各種の提案モデル
BA╱MAシステムのドイツ法曹養成教育への導入をめぐっては、弁
護士界や司法大臣会議ばかりでなく、各方面からの賛否の意見だけにとど
まらず、この導入を前提とした、いくつも提言や改革モデルの提示がなさ
れている。この中でも、ボローニャ・プロセスと関係を直接に内容として
著名なのは、ハンブルクモデルとか、シュットガルトモデル、４段階モデ
ル、３＋２モデルなどがある。しかし、これらの提案があると、必ず即座
に激しい批判や根拠の十分な反対があり、それによって内容が密度もまし
てゆくが、その論争についてはいまもって決着がつけれれているわけでは
ない。しかし、これらの提案にしても、また、それに対する批判にして
も、現在のドイツの法曹養成教育の問題点を浮き彫りにしている場合が多
く、かなりに参考になる。そこで、これらの提案のすべてについては、ボ
ローニャ・プロセスの問題をまとめて取上げる際に検討することにして、
ここでは、代表的な次の二つだけを紹介することにする。
㈠ シュットットガルト・モデル
2007年４月２日のドイツ法曹養成教育の改革についての意見表明のため
に各界から集まった関係識者の意見交換の講演会がおこなわれたが、そこ
で、バーデンビュルテンベルクの司法大臣 Goll（FDP）とザクセンの司法
大臣Mackenroth（CDU）が共同して意見表明した。
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（１）内容――簡単に要領だけを挙げると、
（a）Bachelor段階では、① Bachelor教育は６ゼメスターとする。②そ
の終了試験は、国家試験ではなくて、大学による試験である。そして、こ
こでは基礎教育段階、実習段階、高度化段階とし、選択科目も履修するこ
とにする。そして、この終了には、Bachelorの学位を授与する。このよ
うな教育によって、Master教育課程のための専門学科の基礎をも習得さ
せるのである。
（b）Master段階では、③Master教育は４ゼメスターとし、ここでは、
あらゆる法律職の仕事の統一的な基礎が習得できるように構成する。④こ
のMaster教育の際中には、実務の要素も統合させる。⑤その終了試験は
大学の試験であるが、その試験の実施に国家が関わることにする。試験の
成績の評価は実務実習、Master科目の履修、論文試験、それに口頭試験
の結果が対象となる。
（c）既存の制度との関係 ⑥これまでの実務修習は廃止する。そして、そ
れに代わるのが、Master課程教育における実務実習であるが、これは職
業に取組む期間をおいて履修することにする。⑦Master課程を終了し、
その試験に合格しても、これまでのように、直接的に裁判官資格を付与し
たり、弁護士資格を認可するようなことは、もはや、保障しない。しか
し、この試験に合格しただけでは、いまだ、単独では職業の遂行はできな
い。このためには、その後の職業環境で行われる職業精通活動を必要とす
る。
（２）これに対する批判
ドイツの全国から、数々の法律家が批判の対象として取上げている。
（a）この提案がなされた同じ日に、これを聴いていた、バイエルンの司
法大臣Merkが、ただちに批判している。「われわれ国民は、自分が法律
相談のできる弁護士と、事件を審理する裁判官が、信頼のおける公判手続
において、証拠に基づき裁判してくれることを求める権利を持っている。
ところが、大臣 Gollと大臣Mackenrothは、その提案において、Master
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試験は『国家は関与する』が、大学の行う試験であることを概略的な説明
もなく提言している」。また、実務修習の廃止は、その結果として司法の
運営の負担となろう。「およそ、ヨーロッパでは、裁判官、検察官、弁護
士となろうとする者は、平均２年間は大学教育を受けたのちに実務修習を
受けているのが標準である」。それに、2005年の司法大臣会議では、
Bachelor╱Masterシステムを法曹養成教育に導入しても、Bachelorの
学位をもった学生の大多数が、実際には、職業の見通しがないために、現
在のところ、これは意味がないと断定しているし、この事態はいままで、
何も変わっていない」と決め付けて、この両大臣の提案に反対している。
（b）同じように、批判の上、反対するのは、ドイツ法学部会議議長
Huberである。また、この両大臣の提案がドイツの法曹養成教育の維持
の基礎を破壊するという理由で、この提案の実現を許すべきではないとし
て、反対を呼びかけたのはチュウビンゲン大学の教授の Fikenauerであ
り、その呼び掛けに応えた教授の数はドイツ全国から234人もいる。
㈡ Roswitha Mu?ller―Pipenko?tter
ノルトライン・ウエストファレンの司法大臣である。このテーマで、何
度となく、講演をしているが、要するに、ボローニャ・プロセスをドイツ
の法曹養成教育に導入することに賛成するということである。
（１）導入に賛成の理由
その一つには、彼女の持論である『2003年３月11日の法曹養成法は法曹
教育の核心的問題についてはいまだ解決していない』ために、この機会に
改革を行うというのである。『ボローニャ・プロセスは、法律学教育を根
本から改革する軌道に乗せ、労働市場にまで適切に措置をとって均整のと
れた現代的な構造に作り上げる絶好な機会をわれわれに提供しているが、
なお、可能であれば、教育の質を改善する機会でもある』と言う。また、
ドイツの法曹養成のなかに国際的に認められている Bachelor及びMas-
ter課程の終了を導入することは、学生たちに、EU諸国における様々な
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伝統、思考方法、論議のしかたなどを学ぶことを、ドイツの国内での教育
の中で可能にするものである。さらに、ボローニャ・プロセスは若い法学
部終了者たちに労働市場との取組み問題を劇的に変化させる機会を提供し
た。というのは、Bachelorの終了は、すでに、早期に職業資格を与えて
いるからであるという。
この趣旨の講演を、2007年６月７日にミュンヘンの法学部会議でも、法
曹養成改革について行っている。
そして、この提案は、さまざまな機関・組織、委員会、職業団体の側か
ら賛同を得られているし、また、そうこうしているうちに、他のラントの
司法大臣たちからも、ドイツの法曹養成教育にボローニャ構造の導入が賛
成されるようになってゆくだろうと言う。
かてて加えて、ドイツの法曹養成教育に Bachelor―Master教育課程を
導入するのは、若い法律家が次第に増加にさらされている重大な労働市場
の参加に馴れて対処できるように役立つことである。ドイツでは、年間、
およそ１万人の卒業生が第二次国家試験に合格して卒業してゆく。彼らの
全く圧倒的な数が弁護士職を選択するのである――中には、他に選択の余
地がなくて、やむをえず、そのようにする者もいるが。ともかくも、ドイ
ツには、14万人が弁護士の記章をもってあふれているのである。そうし
て、この数たるや、90年代の初め以来、やがて、この倍にも増加しようと
している。そのために連邦の労働斡旋業務は、ここ数年来、教育を受けた
ことに見合うほどに適切な職に就ける雇用を見出だすことの展望が具合よ
く開けているのは、修習生の終了者のうちでも、ごく一部の少数者に限ら
れていることを、繰り返し確認している。
（２）導入の効果
（a）ドイツの大学法学部教育にボローニャ構造を導入することは、学業
の途中中断者の数と試験の不合格者の割合を減少させることに役立つこと
ができるからである。同時に、次のことも配慮することができる。それ
は、多くの若い法律家たちが、長い教育期間を経て、結局、その教育に見
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合った適切な労働市場にめぐまれる機会を持つことができない、という行
き詰まりに当面する結果を30歳ころになって初めて知ることになるという
ことを、事前に配慮することができることである。
（b）ボローニャ・プロセスの準則によると、学生は Bachelorの資格をも
って、早い時期に職業資格をもつて終了することになる。これは、適切な
時期に、将来の展望を変更するこおとができるために、６ゼメスターによ
り終了させることにしたのである。このような終了によって、Bachelor
の大部分が、各種の職業に採用されることに導くだろう。
経済界は、かねがね、若くて、多様に活躍できる大学卒業生を獲得した
いという要望を、繰り返して、発言してきたが、このような Bachelorの
終了によって、その要望の実現が約束されることになるだろう。そして、
なによりも、若い Bachelorにとって、多種多様な職業機会が開かれるだ
ろう。例えば、保険業界、中小企業、メデア界、IT産業、そして弁護士
事務所や公証人事務所での補助作業あるいは企業の法務部における活動な
どである。
（c）法律学の Bachelor教育課程と他の教育課程、例えば経営学のMas-
ter教育課程とのコンビネーションも、フレキシブルに特定の職業目標を
めざして設定された教育課程に、新たな可能性が提供されるし、また、学
業効果を高めることにもなる。経済界のすべての領域では、法律化が進
み、、従って、法律の教育を受けて養成されたメンバーがますます必要と
なる需要が進捗している。しかし、重要なことは、このメンバーが実務修
習を終了して、第二次国家試験に合格している必要がないということであ
る。むしろ、法律に関する知識とともに、労働市場の需要に応じた、別の
新たな資格が必要である、ということである。
（d）しかしながら、将来、法律に規定されている法律職、例えば裁判官、
検察官、弁護士、公証人あるいは上級行政官に就きたいと望むならば、
――義務的なMaster教育課程に引き続き――今までと同様に実務修習を
終了し、かつ第二次国家試験に合格していなければならない。
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しかし、その実務修習の開始の以前には、こんにち、国が定めている必
須課目の試験の水準の適性試験と、それと並んで教育終了の国家試験によ
って、法定法律職のためには、質の統一的な規準が確保されていなければ
ならない。
（e）全体として言えることは、法律学教育の質を改善するために、新たな
大学教育モデルへの改革要求が存在しなければならない。この実現が保障
されるために、そして必要な改革論議が促進されることを検討するため
に、現在、すでに、作業グループが結成されている。司法行政、大学、職
業団体、それに政界の代表者の高位にある者で構成される作業グループで
ある。この作業グループは、ドイツの法曹養成教育への Bachelorシステ
ムの導入との関連で、本質的な問題解決に取り組んでいくことが予定され
ている。そして、それによって、ボローニャ基準を充たす大学教育モデル
が作出されることになる。
㈢ Huberの批判
ところが、Mu?ller―Pipenko?tterは、この趣旨と同じ講演を、同じ法学
部会議で、2008年10月22日にもドイツの法曹養成制度の改革の提案として
行ったようである。そして、Huberのまとめによると、「その講演の核心
は、第一次試験の国家試験を廃止して、これに代えて、Bachelor、Mas-
ter及び適性試験の三和音を行うというのである。Masterへの入学は、
大学がその収容能力の枠のなかだけで認め、国による適性試験で、古典的
法律職への殺到が阻止される。これを聴いた弁護士のロビー団体では、シ
ャンペンの栓をポンと抜くだろう」。
つまり、大勢の Bachelorの終了者のうち、Masterに進学できる者は
かなりに限られるために、弁護士になる数は、大幅に減少することになる
から、弁護士界は、それを喜んで、勢いよくシャンペンをあけるだろうと
言うようである。
?しかし、それにとどまらず、最悪なことがある。この講演が実際に実
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現することになれば、ドイツの法律文化は重大な被害をこうむる恐れがあ
る。大学での法律学教育が、直接的に実務をめざす実務修習に必要な資格
を与えることがもはやなくなってしまうならば、ドイツの文化圏にとって
類い稀な理論と実務の結び付きが失われうことになるだろう」。「かくて、
ドイツは、ボローニャの後800年で、ボローニャの旗のもとにアカデミッ
クな法律学を墓場に埋葬する、最初の国になるだろう」と皮肉をこめて批
判している。ボローニャの旗がどのような旗か知らないが、その旗がブラ
ンデルク門の上にでも、へんぽんと翻っているのを、苦虫をつぶして、睨
んでいる教授の姿が目にみえる。そこで、『ドイツ法学部会議は、この提
案を遺憾に思うし、考えられるあらゆる手段を用いて、この提案に抵抗す
るつもりである』と決意を述べている。2008年10月23日のことである。
十三 DAVの『弁護士養成法案』
まず、表題は「ドイツ弁護士協会の法律案」となっており、副題は「ド
イツの法曹養成に分離修習を導入するための法律案」と明記されている。
しかし、さらに、それを自ら 『弁護士養成法案』と名称している。
ここに、法案として作成・提示するのであるから、他の法案と全く同様
なスタイルをとっているが、条文のあとの立法理由の冒頭に、このような
法案を作成する「権限」を明記している。そこで、ここでは、各条項の前
に、通常の法案のスタイル（A．問題と目標、B．解決、C．D．……）をと
っているところを尊重して、まず、これを取上げ、次に、DAVが考えて
いる「立法権限」を紹介する。そして、最初に、条文全部の見出しを掲
げ、次に、DAVの独特の分離養成に関係のある条文を抜き出して、その
立法理由と一緒にして紹介したい。その構成は次のようである。
Ⅰ 法案の前文、Ⅱ 条文全部の見出し、Ⅲ 関係条文とその立法理由
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【法案の前文】
A．問題と目標
これまでの20年を見ると、第二次国家試験の合格者数は1987年の5，874
人から2006年の8，573人に増加し、この期間に弁護士として認可された数
は51，952から142，830人に上っている。修習を受けた完全法曹が、恒常的
に増加する法曹三者のうちでも、とくに、増加するのは弁護士職だけの増
加である。1980年代には平均的には修習終了者のうちで弁護士ななる割合
は平均57％であったが、この数は、かれこれ80％に増加している。慎重に
予測しても、おそらく、弁護士の数は19年以内に20万人になると思われ
る。
それも、一方では、同じ完全法曹でも司法職及び行政職の地位に就いた
数は、第二次国家試験の合格者数の増加と同様に増加しているのではな
い。かえって、――ことに昨年は――は絶対数が減少しているのである。
しかも、他方では、裁判官、検察官それに行政官の職種に就こうとする
希望の傾向は、減退する兆候は全くなく、むしろ逆に、司法及び行政の関
係の範囲において公募されているすべての職に応募する数はうなぎ登りに
なっている。
このようなことを考慮すると、次のことから出発しなければらない。第
二次国家試験の合格者で弁護士職に就こうとする者の割合が重大に増加す
る事態にあっても、弁護士職をとくに熱心に希望する傾向もないし、ま
た、弁護士職の職務を行う特別な資質も能力もあることが理由とはなって
いるわけでもない、と言うことである。むしろ、増加の原因は、間違いな
く、自分には、公務における地位のための、成績や適性、それに能力を考
えて、弁護士職以外に他の途は――ことに司法とか行政には――開かれて
はいないと考えているところにあるということである。
もしも、上述の理由から、①希望者たちの巨大な数が、そしてそれが、
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さらに増大する割合で弁護士職になだれ込んでくることが、確認されるな
らば、しかも、②この連中たちは、弁護士職のために、全く努力もしてな
いし、また、自分の弁護士職のために、いかなる特別の能力も持ち合わせ
ていない連中であることが、確認されるならば、そして、③相も変わら
ず、従来の統一法曹の範型をめざして作り上られている統一的実務修習
を、弁護士職の新規加入のための要件としていて、④特別に弁護士職をめ
ざす実務修習のための分離養成に置き換えられることをしないならば、弁
護士界には、激しい質の衰退の危機が切迫してくることになる。
B．解決
このような背景に基づいて、ここに提出された法律案は、弁護士職のた
めの分離修習の設置のための法的前提要件の創設を目的とするものであ
る。このようにして、創設される二元的な弁護士修習は、４か月間の包括
的な理論弁護士修習と20か月間の包括的な弁護士実務修習とで構成され
る。この法案が規定しているのは、後者のためには、３か月間を民事法の
ために裁判所を修習箇所とし、また、同様に、３か月を最初の必須義務箇
所として強行的に弁護士事務所で修習しなければならない、ということで
ある。
この法律の目標は、質の高いレベルの職業準備教育を保障することにあ
り、――従って、たんなる『潜水箇所』Tauchstationen（水面下に潜り込
んで潜んでいる）とすることを避けるためであり、そこで法案は弁護士の
修習箇所での指導者は、もっぱら弁護士だけであることを定めるが、彼ら
は、少なくとも、５年間は弁護士であり続け、また、すでに、自分の弁護
士事務所で弁護士修習生を指導できるほどの指導場所を確保することがで
きる状態にあり、また、すでに、これまでは国により支払われていた修習
生手当てを、国に代わって、規定された最低の報酬を支払うことができる
状態にあることが必要である。
弁護士修習の修習箇所における修習は弁護士実務修習の中核をなすので
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あるから、弁護士修習の認可は、法律学の大学教育を終了して第一次試験
に合格するとともに、弁護士との修習契約の証明書の提出を前提要件とす
る。
そのような修習契約の締結を求める請求権は法律においても規定されて
はいないし、憲法上に有効な方法で理由づけられているているわけでもな
い。ということは、大学の法学部教育を終了して第一次試験に合格した者
でも、この法案が定める期間内に、弁護士事務所での修習場所が証明でき
ないために、修習が認可されないということがあるということである。こ
のことは、憲法上も問題がない。というのは、GG12条１項の職業選択の
自由からは、修習場所の段取りを求める直接的な請求権も、それに相応す
る修習の可能性の保障を求められる国家の義務も出てこないからである。
このような形態は、無数の職業のための職業教育の基礎となっている、
いわゆる二元的システムと一致している。このシステムによれば、特定の
職業のための教育への参加許可は、その志願者が、必要な適性と能力に基
づき、契約上、保障された教育場所を私経済界において証明することがで
きることに依存している。結局、このようなシステムは現在の法曹養成教
育とは反対に、市場の通常の形態であると思われる。というのは、弁護士
事務所が教育場所として確保される数の基準となるのは、弁護士後継者
の、客観的に存在する需要によって決定されるということから出発しなけ
ればならないからである。
Ⅱ 立法権限
法律は GG72条２項（裁判制度、弁護士制度、公証人制度）に従い、連邦
の立法権限により制定される。連邦の法律による規制の必要性は、GG72
条２項によって、ことに、法統一の維持のために認められる。弁護士修習
の広域にわたってめざす質の確保、ならびに弁護士会による修習の効率的
および統一的運用は、連邦の統一な規制によってのみ達成される。弁護士
修習のさまざまに異なる取り扱いは、統一的修習の水準を造りあげること
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を不可能にしてしまうし、また、不平等な取り扱いになってしまうからで
ある。
Ⅲ 条文全部の見出し
第１部 総則規定
１条 この法律の目的
２条 概念の説明規定
３条 弁護士修習制度の目標
第２部 新規加入要件、修習の期間と開始
４条 弁護士修習生になるための要件
５条 弁護士修習の期間と開始
第３部 弁護士修習教育
６条 弁護士実務の修習
７条 弁護士のための理論修習
８条 職種の変更可能性
９条 報酬
10条 修習の終了、認可の取消し
第４部 弁護士試験
11条 弁護士試験、第二次国家試験
12条 弁護士試験の対象
13条 弁護士試験、申込み╱認可
14条 ラント司法試験局
15条 弁護士試験のための試験委員会
16条 試験問題
17条 試験結果
18条 試験成績の評価、試験の全体評点
19条 試験の決定、異議の申立
20条 合格
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21条 不正行為、規則違反
22条 欠席と中断
23条 弁護士試験の再度の受験
24条 成績をもっとよくするための再度の受験
25条 弁護士試験の効果
第５部 経過規定
26条 経過規定
第一部 総則規定
第１条 法律の目的
この法律は、裁判官職及び上級行政官職のための修習課程をも考慮し
て、弁護士を志す者の大学卒業後の修習について規定するものである。
?立法理由>
上記A（問題と目標）及び B（解決）で、法律案の作成について述べた
ように、「連邦弁護士修習法」は、弁護士修習を開始するにあたり、大学
卒業後の弁護士職準備の質の改善とマーケットメカニズムの時代おくれて
になっているところを改善することに役立てるものである。
かれこれ、４年も前に決議され、爾来、施行されている法曹養成教育の
最近の改革（2002年７月11日の法曹養成教育の改革に関する法律）は、修習
生の領域においては、弁護士修習箇所の延長をべつにして、最少の変更を
もたらしただけである。この改革は、修習の質の改善したわけでもない
し、また、修習生となる数の増加、従って弁護士になる数のとめどもない
増加の問題を解決したわけでもない。
第２条 概念に関する規定
１ 弁護士修習制度 大学後に弁護士職を準備する修習
２ 裁判官修習生、３ 行政官修習生、４弁護士修習生
５ 弁護士試験 弁護士修習の終了後に受ける第二次国家試験
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６ 修習の場所 弁護士修習生の弁護士実務
修習箇所について修習生と修習契約を締結する、自然人または法人
７ 弁護士修習の場所
８ 弁護士修習の指導者
?立法理由>
この規定は、この法律の基本となる概念を説明している。ことに、１号
から３号の概念は分離養成によって代えられる、伝統的な修習制度に結び
付いている。大学教育の上に、国家試験をもって終了するという修習の基
本的コンセプトは、変わらずに維持されている。とりわけ、『……修習制
度』という概念構成要素は古典的法定法律職を準備する修習課程との比較
可能を明確にしているのである。この理由から、４号の弁護士修習に参加
する者のために「弁護士修習生」という概念を選んだのである。５号の
「弁護士試験」という概念も、弁護士修習を終了する試験が、一面におい
て国家試験であり、他面において――伝統的な法律の国家試験から反転し
て――弁護士にとって重要なテーマのうちの重点について行う試験でもあ
るということである。６号と７号は、弁護士修習生の契約相手方としての
修習場所と、弁護士修習箇所において弁護士修習を指導することができる
指導者との間を区別するためのものである。
第３条 弁護士修習の目標
第１項 弁護士修習制度は、修習生に、弁護士試験の合格後には、独立し
て弁護士職を遂行できる資格を与えるためにある。修習生が、司法の独立
した機関として、また、独立した相談相手及び代理人として、あらゆる法
律事件において依頼者を権利の喪失から保護し、権利を形成し、紛争を事
前に回避し、争いの仲裁にのために随伴して、裁判所や官公庁による誤っ
た判断から護り、そして憲法違反の侵害や国の権力の乱用に対して、その
安全を保障することができるようにさせるのである。
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?立法理由>
この３条１項の１文は、まさに、この法律によって創設された弁護士の
特殊専門的な分離修習を行うための本質的な修習目標を活写したものであ
る。職業としの任務と職業像に関しては、この規定は、連邦弁護士法第１
条と BORA１条３項の規定に関連している。『独立して』というタート
ベンシュタントメルクマールが包括しているのは、職業を行うに際しての
自己責任のみならず、企業精神の意味における独立性である。というの
は、いま、なお、ドイツにおいては、弁護士の大部分は独立して企業とし
て活動しているからである。弁護士修習は権利形成、紛争回避、仲裁的活
動への職業的な準備修習を明確に達成できることによって、公証人の職種
のためにも、伝統的な統一修習よりも、もっと効率的な準備をさせている
のであり、従って、公証人職のためには特別な分離修習は必要ないことに
なる。
第２項 弁護士修習は、さらに、弁護士修習生を司法の実務及び行政の実
務にも習熟させ、広い範囲にわたり、法の現実を熟知させる機会を与えな
ければならない。
?立法理由>
伝統的な統一修習の任務にあっても、将来の弁護士がこの法律に挙げら
れている活動分野でも法の実効性を習得することができる保障がなされな
ければならなかったし、また、例えば、経済界、自治団体、立法団体、さ
らには、外国の弁護士修習の場所においても、法の現実を見聞することが
できるために、自由な活動の余地がのこされていることが保障されていな
ければならない。
このことは、ことさらに、第８条により保障されている職業の変更にも
妥当する。『その他の広い領域において』という、開かれた規定文言によ
り、弁護士修習が予め予定した自由な活動空間での、自己責任による活動
のために、意識的に、その余地を残したのである。
早法85巻１号（2009）158
第二部 認可要件、期間、開始
第４条 弁護士修習のための認可要件
第１項 弁護士修習のための認可の要件は、
１ ドイツ裁判官法の効力範囲で第一次試験の合格するか、またはヨーロ
ッパの弁護士活動についての法律の効力領域で国家によりドイツにおいて
同等に認められている課程を終了していること、及び、
２ 公務の領域の修習するところを例外として、弁護士実務修習のすべて
の箇所のためには、その修習場所との修習契約を締結したことの証明であ
る。
?１文の立法理由>
弁護士修習の認可要件は従来どうりに原則として残り、また、こんにち
の修習制度のために第一次試験は変わらずに残るものとする。それは、第
一次試験の前に、伝統的な法律学教育が行われるかどうか、あるいは――
ボローニャプロセスの実現によって――変更された教育構造となるのかど
うか、と関係なしに、である。
?２文の立法理由>
これは、2003年11月13日の EU裁判所のモルゲンベッサー裁判の実現で
ある。外国での大学教育の終了と試験の平等の確保のために、弁護士会が
弁護士修習規則の基準に拘束されたものである。この基準は、司法大臣会
議の合同調整委員会により展開され連邦規模では統一的となっている、外
国の大学卒業者が修習の認可を求める申立ての実現のための行政裁判手続
に対応している。
実践的な弁護士修習の中核は公法上の領域を除いて全体で20か月間（こ
の法律の６条１項を参照）のうちの14か月というかたちで行われることに
あるから、弁護士修習に採用されるべき要件として弁護士修習箇所のため
に修習契約を証明することが、首尾一貫していると思われる。
第２項 弁護士の修習場所を求める請求権は存在しない。必要な弁護士修
習場所を証明した者は、４項により弁護士修習の権限を持つ弁護士会の所
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在地のラントから、規定されている修習箇所（公務修習はその選択により）
のために修習場所が用意されることを求めることができる。
?立法理由>
この２項の第一文は、一面において、国家の教育独占がない、ほとんど
すべての職業のために規定しているのであるが、当然のことながら、他面
のおいてこれが意味することは、伝統的な（統一的）法曹養成教育システ
ムからの転換である。市場は、もっぱら、修習生の需要を規制している。
この規制は、GG12条からは危惧の必要もない（2005年10月15日の司法大臣
会議の法曹養成教育委員会報告、250頁以下）。第２文は、司法及び行政の修
習箇所の十分な数を準備設置することをラントと連邦に義務づけている。
ところが、修習場所の数は著しく減少している。各ラントの費用の節減が
重大となっているからである。慎重な計算によっても、ラントは目下のと
ころ、修習生の生計費だけでも年間２億3300万ユーロが支出されているの
である。全体とすれば、修習生のための国家の支出は、およそ５億Mio
ユーロに上るのである。しかし、分離養成を導入すれば、国家は修習生の
生計費を、裁判官修習生、行政官修習生にだけ、3000万Mioユーロを支
出すればよいことになる。このように生計費だけでも、節約できるのは
202Mio以上になるのである。
第３項 連邦弁護士規則７条により、弁護士資格認可を拒絶されるような
者には、弁護士修習の認可を拒否することができる。同じことが、弁護士
試験に合格しなかった者あるいは最終的に合格しなかった者に適用され
る。
?立法理由>
連邦弁護士規則７条に規定されている理由で弁護士資格が認可されない
者は、原則として、弁護士修習生にもなることは許されない。弁護士修習
生となることの認可を拒絶する理由で以上と異なる理由あるいはそれ以上
に独自の理由を説明するなんらの必要は存しない。この法律の２条２項１
文が意識的に「許容規定」“Kann”Vorshchriftとなっている。というの
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は、いっとき、志願者が弁護士資格を拒絶されたとしても、それにもかか
わらず、24か月のあとで、弁護士としての認可が拒絶される理由が消失し
たり、あるいは消失する可能性があることが予測できる場合には、個別的
な義務裁量によって決定できる権限を行使して、弁護士修習を認可するこ
とができるからである。
第４項 最初の修習場所の所在地の管轄区域にある弁護士会は志願者の弁
護士修習への採用を求める申立てに基づき、前記の１項から３項の要件が
具備しているかどうかを審査する。その場合に、弁護士会は志願者を、そ
の弁護士会の弁護士修習生のリストに記載し、それを書面をもって証明す
る。
?立法理由>
省略
第５条 弁護士修習の期間と開始
第１項 弁護士修習は24か月間を行う。この弁護士修習は、６条により全
体として20か月間を実践的な弁護士修習とし、７条により全体として４か
月間の理論的弁護士修習とすることによって構成される。弁護士試験は、
この修習中に行われる。
第２項 弁護士修習の認可は、４条１項１号に挙げた要件の存在に従い、
おそくとも５年間以内に申し立てることができる。（以下、例外について、
省略）
?立法理由>
この規定は、弁護士試験が24か月の修習の最中に行われ、また、ラント
は、弁護士修習生が24か月を終了した後の直後には、弁護士資格の認可の
前提要件が得られるように、国家試験手続を組織するように義務付けてい
る。それによって、修習はこれまでの修習制度とくらべて短縮されている
のである。つまり、選択修習箇所に引き続いて第二次国家試験の口頭試験
が行われるように、である。このようなことは、これまでの実務修習より
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も、時間的により集中的に行われるということができる。大学卒業後の、
どのような短縮も、ドイツのおいてこれから弁護士になろうとする者に
は、ヨーロッパ市場における競争力を付けさせることになる。
(例外についての立法理由を省略）
第３部 弁護士修習
第６条
第１項 弁護士実務修習は次の修習箇所で行われる。
１（６か月の第一必須修習箇所）民事法の重点を弁護士のもとで。
２（３か月の第二必須修習箇所）民事事件を第一審裁判所で。
３（２か月の第三必須修習箇所）刑法の重点を弁護士のもとで。
４（３か月の第一選択必須修習箇所）次の修習箇所から修習生の選択により
修習。
●特殊専門化された弁護士修習場所（ことに、専門弁護士）、
●公証人事務所、
●行政裁判所・財政裁判所・労働裁判所・社会裁判所、
●検察庁、
●連邦あるいはラントの立法団体・国の行政官庁・自治体、
●税理士事務所、
●公認会計士事務所、
●企業、
●労働組合・労働団体、
●超国家的または中間国家的教育場所、
●外国の弁護士修習場所、
●その他の国内・国外修習場所。
５（６か月の第二の選択必須箇所）弁護士のもとで。
第２項 弁護士実務修習は、その目標達成のために必要な法知識及び実務
経験を身に付けることに貢献する。このことは、とくに、依頼者、裁判
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所、行政官庁、第三者との交流のためにも当てはまるし、また、合意によ
る紛争解決並びに弁護士事務所の組織にもあてはまる。弁護士実務修習の
内容の詳細については弁護士修習規則に規定される。
第３項 弁護士修習箇所における指導者は、もっぱら弁護士会の指導者リ
ストに登録されている弁護士だけがなることができる。このリストには、
次のような弁護士だけが登録される。
１ 認可されてから少なくとも５年以上であること
２ すでに、そして現在も、自分の弁護士事務所の中に、弁護士修習生が
仕事をできる場所が確保されていること
３ すでに、そして現在も、９条が定めている最少の報酬は支払うことが
できること
第４項 弁護士修習生には、弁護士実務修習の期間中は、十分に独習する
機会が与えられていなければならない。
第５項 指導者は修習箇所の終了後は、詳細な修習の証明書を作成し、そ
の修習生についての管轄を持つ弁護士会に報告しなければならない。
第６項 この法律に基づき公布される法規則には、弁護士修習生が修習し
た内容をまとめ上げて文書化する義務が科せられることが規定される。
?立法理由>
?まず、総説として、実践的弁護士修習の24か月にわたるスケジュール
を、月ごとに予定を明確にする一覧表を掲げている。そのなかで、18か月
の終わりに論文試験が、24か月めの終わりに口頭試験が予定されているの
が印象的である>
第１項 第１文 １号から４号
実務修習の内容的な重点は、民事法の適用におかれる。というのも、弁
護士の圧倒的な活動部分は、この領域にあるからである。これまでの修習
制度と異なるのは、爾今、17か月までを弁護士事務所で修習させることが
可能となっていることである。ここでは他の法的職業をも考察すること
が、この新しいモデルで可能になったのである。
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第１及び第２の必須選択の修習箇所での修習は、個人的な重点設定が可
能となっている。すべの弁護士修習箇所では、すでに上述した修習箇所で
の弁護士のもとで行われる。
第１項 １文 ５号
第２の必須選択の修習箇所としては、国内でも外国でも終了することが
できる。
第１項 ２文
各箇所の修習の順序は、理論研修と弁護士試験のところだけは、強行的
であることが確定されている。
第２項
弁護士修習生は第３条の目標値に相応して、法律相談、仲介、権利形成
そして代理することを習得しなければならないが、また、企業の知識も身
に付けなければならない。弁護士修習箇所の具体的な形態は、DAVの修
習ハンドブック１巻を参照。また、最少のカリキュラムは、弁護士修習規
則に定められる。
弁護士実務修習は次の範囲を含まなければならない。
１ 申立てとその理由付け、ことに訴状と控訴状
２ 鑑定意見の作成
３ 裁判所の期日に出頭して、当事者尋問、証人尋問、鑑定人尋問を行う
こと
４ 契約または契約条件の内容の点検
５ 裁判外の紛争解決の試みへの関与
６ 強制執行手続ないし倒産手続の申立て
７ 依頼者との協議の実施
８ 訴訟費用のリスクの計算
９ 依頼者との訴訟見通しについての文書の作成
10 法延の弁論と書面による陳述による防御
11 報酬計算書類の作成
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12 訴訟費用計算の申立て
13 弁護士事務所の文書調査の実施
14 弁護士事務所の簿記の入門、ことに、外国通貨、支出の管理及び報酬
の管理、それに 弁護士事務所のための税制入門
第３項
この法律は、指導者の個人的かつ専門的能力に関して詳細で実質的要件
を規定することはしていない。というのも、実際にこのような要求を調査
することはほとんどできないからである。第２、３号の追加的要件によっ
て、弁護士として純然たる『肩書だけの弁護士』が参加してくることは原
則として排除している。これに対して、最短５年間の弁護士活動の基準は
パートタイムとしてなされた職業活動でも足りるものとしている。修習の
高度の質の確保のために、修習場所としての弁護士事務所で修習がすっか
り行われることを要求している。そうすることによって、事務所で終日、
必要なだけの滞在ができることが保障される。そして、指導者並びに事務
所の事務員とのコミュニケーションは、修習の一体的な構成要素である。
第３条による最少の報酬については、第９条の理由が参照される。弁護
士事務所が自分の財産から最少の報酬の工面もできないが、しかしそれに
もかかわらず、卓越した修習が保障されるべきである場合に、もしも、事
務所に代わって、第三者が、たとえば弁護士修習財団が、修習の費用の財
政的な処理を配慮してくれるならば、第３条の要求は満たしている。
第４項
実務修習は週５日が原則であるが、実務修習の達成の目標が危なくなる
ことがないように、週に３日の修習日を超えないようにすべきである。
第６項
文書作成義務は、証拠となる記録ノートNachweisheftを作成・提出す
ることによって、果たすことができる。このようなノートの作成・提出す
べき義務は、DAVの弁護士修習において、すでに実証されてきたところ
である。このノートの作成・提出は弁護士修習生のコントロールに適して
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いるばかりでなく、カリキュラムの全体の実現を促すをことによって指導
者（自身）にとってのコントロールのためにも有用である。結局、記録ノ
ートは指導者及び弁護士修習生に、カリキュラムの実現に働きかけてゆく
可能性となるのである。従って、このような問題をいかに解決してゆくか
の決定は、各ラントに任されるべきであることを示している。
第７条 理論的弁護士修習
第１項 弁護士修習生は全体として４か月間を理論研修に参加する義務が
ある。その理論研修は週に少なくとも30時間は行われなければならない。
?立法理由>
理論研修は、将来弁護士となる者に、彼らが修習箇所で取得する実務を
遂行する能力と並んで弁護士職を行うために必要となる知識を身につけさ
せることにある。この理論研修は、大学における法律学教育において習得
したことを繰り返すのではなく、弁護士の視点から実体法及び訴訟法を解
明するのである。理論研修はフルタイムで修習を行う。そして、その費用
は弁護士修習生が負担しなければならない。生計を維持するための内職の
副業は９条に定められる最少の手当てのために必要はない。
第２項 理論研修は二つのブロックに分かれ、第一のブロックの２か月
は、第一の必須修習箇所の開始前であり、第二のブロックの２か月は、第
二の必須修習箇所の修習と第三の必須修習箇所との間に行われる。
?立法理由>
理論研修の教科の期間中は、実践的修習と時間帯でも区別される。その
ことによって、弁護士修習生は実務修習においては実務に集中できる。こ
のことは、質的に価値の高い修習を行うという意味においても特に重要で
ある。というのは、弁護士修習生はAGs及び教科課程によって、こんに
ちのシステムでは、あまりにもしきりに行われている裁判所の期日とか、
その他の期日に出頭しなければならない、ということから免れている。
第３項 理論的弁護士修習の目標は、弁護士実務修習において習得すべき
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ことを、準備し、補完し、深化・高度化することにある。
?立法理由>
理論研修は、実体法及び訴訟法の知識と並んで、弁護士修習規則におい
て定められているように、これまでのシステムにおいては広汎に欠如して
いた企業に関する知識、例えば、簿記、弁護士事務所の組織、人事管理、
それに、弁護士法などを含んだ理論研修である。しかし、ここで弁護士法
と言っても狭い意味の弁護士職務の法だけではなく、それよりも、もっと
広い意味であるが、そのような知識を含んでいる。この領域は、効率的な
事務所運営のためにも基本的なことである。なお、理論研修においては、
もっと幅広く「鍵となる資質」?次の立法理由の１に、その例が挙げられ
ている>も考慮されなければならない。
第４項 理論研修はこの法律及び弁護士規則の内容の即していなければな
らない。
?立法理由>は省略する。
第５項 詳細は弁護士修習規則に定める。
?立法理由>
弁護士修習規則には、次の内容が理論研修のために確定されている。
１ 都合70時限の研修時間の範囲内で、法的なレトリック、討論技術、弁
論の実施、紛争回避、仲裁、事実関係の調査技術、面倒を見るための法
律相談、
２ 都合70時限の範囲内で、方法論、典型的な適用事例を基本とした模範
的な解説を含めた権利形成、契約締結、
３ 都合85時限の範囲内で、弁護士及び公証人の職務法、弁護士実務の組
み立て、組織、その管理、労働法関連、社会法関連、税法関連、コミュ
ニケーション方法、弁護士及び公証人の責任、弁護士及び公証人の職務
遂行の質の確保、
４ 都合115時限の範囲内で、弁護士の視点からの訴訟手続法、
５ 55時限の範囲内で、EU法、ことに、ドイツ法に転換された EU法、
ドイツ法曹養成思潮の衝突と融合（Ⅰ）（鈴木) 167
国際私法、
６ 都合30時限の範囲内で、簿記の法及び年末決算の法を含めて、簿記概
論、貸借対照表案内、
７ 都合85時限の範囲内で、修習生の選択による法領域。
第８条 流動性 省略
?裁判官修習生や行政官修習生が弁護士修習生に変更しようとする場合
の要件に就いて規定している>
第９条 報酬
６条１、３、４、そして５号による修習箇所での期間中は、弁護士修習
生は弁護士修習場所から修習の報酬を受け取る。それは、修習制度におい
て修習生のための報酬に即応させたものである。毎月のネットの報酬は、
少なくとも、裁判官修習の修習生の毎月のネット報酬の24か月のうちの17
か月分になる。
?立法理由>
弁護士修習生のための最少の報酬は、法律において確定されている。と
いうのは――少なくとも分離修習が導入された後の数年は――弁護士修習
生の明白な供給過剰が不当に低廉な修習報酬となってしまう恐れがあるか
らである。裁判官修習生や行政官修習生の報酬の状況は、こんにちでは現
状維持を続けるだろう。というのは、分離修習制度を導入しても裁判官修
習生や行政官修習生の報酬の現在の水準は低下することがないと考えられ
れるからである。?中略>
この規定は、さらに、裁判官修習生や行政官修習生との比較において24
か月のうちの17か月の毎月のネット報酬を定めている。弁護士修習生は教
育課程及び裁判所における必須修習の期間は報酬がもらえないからであ
る。このようにして、弁護士修習生は弁護士事務所での修習を受けている
全体で17か月は裁判官修習生や行政官修習生が24か月の修習を受けている
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のと同じ金額を受け取ることができる。
第10条 弁護士修習の終了、認可の取消し
第１項 弁護士修習は弁護士試験の合格か、あるいは最終的に不合格かの
決定が実施されることで終了する。弁護士修習生が弁護士試験を試験成績
改善のために繰り返して合格する可能性を利用するときは、弁護士修習は
前項と異なり、試験の最終的な決定の実施をもって終了する。
?立法理由>
この決定の即時の執行の拘束力か命令かは、弁護士試験の合格か最終的
に不合格かの決定の執行から出発する。
弁護士試験の最終的不合格の決定の執行は、当事者の弁護士修習の再度
の認可の予備的な申立てが拒絶されることで考慮される。
第２項 ?弁護士修習の認可の取消しについても規定している>
以下省略
第４部 弁護士試験
第11条 弁護士試験 第二次国家試験
（１）弁護士修習は弁護士試験をもって終結する。
（２）弁護士試験は論文試験と口頭試験で構成される。
（３）弁護士試験は、弁護士修習生が３条による弁護士修習の目標を達成
したかどうか、また、知識の点でも、実務精通度の点でも、弁護士職の資
格が認められるほどであるかどうかを確認するために行われる。
?立法理由>
弁護士修習制度は、これまでと同様に、国家試験で終結する。同じよう
に、国家試験で終結する裁判官修習及び行政官修習の終了と一致すること
を保障したのである。さらに、これは、弁護士の司法の機関としの役割と
相応させたものである。弁護士試験は統一法曹修習の課題の結果として、
試験内容との関連でのみ、その他の職種の試験から相違しているのであ
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る。
第12条 弁護士試験の対象
第１項 弁護士試験の論文試験は、弁護士養成法により、弁護士実務修
習と理論的弁護士修習の内容に関して、それぞれ５時間の監督付き試験問
題が７題で構成される。この論文試験は、６条１項４号の第一の選択必須
箇所の終了にあたり行われる。
第２項 口頭試験は、書面による陳述と試験問答で構成される。この試
験は、６条１項５号の修習箇所の終了時に行われ、出題は弁護士修習の全
体に及ぶ。各試験は書面による陳述とその説明を20分とし、各試験問答は
15分とする。この書面による陳述のための準備時間として１時間が与えら
れる。
?立法理由>?第２項の規定ついてだけである>
書面による陳述は、理論研修で学んだ法領域のうち、弁護士修習生によ
って選択された法領域で出題される。５題の試験対話は、次の科目である
が、各科目の領域の境界はない。民事事件における弁護士活動、刑法、行
政法、書面による陳述の法領域並びに弁護士法である。
13条 弁護士試験の申込みと認可
第１項 弁護士試験の論文試験の申込みの前提要件は、弁護士修習生がラ
ントの管轄司法試験局に、７条２項１文の理論的弁護士修習の開始を証明
することである。
第２項 弁護士試験の論文試験の認可の前提要件は、弁護士修習生が７条
の理論的弁護士修習に参加したこと及び６条１項の終了すべき実務修習箇
所を認可決定の時点までに終了したことである。
第３項 弁護士試験の口頭試験が認可される者は、
１ ５つの監督付き試験で少なくとも『可』で合格したこと、
２ 監督付き試験の評価が平均で、すくなくとも３、５ポイントにたっし
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ていること
第４項 次の要件を証明した者も口頭弁護士試験が認可される。
１ 裁判官修習または行政官修習の終了後、第二次国家試験に合格したこ
と、
２ ７条の理論的弁護士修習の効果的な終了したこと、
さらに、裁判官修習または行政官修習を効果的に終結した後に、次の
ことを証明しなければならない。
１ 裁判官修習または行政官修習の枠の中で、または、私法上の修習関係
の枠のなかで、弁護士修習場所において、すくなくとも８か月間の実務
修習したこと、
２ すくなくとも３年間は裁判官として職業活動したこと、
あるいは、
３ すくなくとも３年間は上級行政職において職業活動したこと、
?立法理由は省略>
第14条 ラントの司法試験局
第１項 弁護士試験は、弁護士修習生の指導を所管する弁護士会が所在し
ているラントを管轄しているラントの司法試験局によって行われる。これ
は、23、24条により弁護試験の再試験についても同様とする。
第２項 ラントの司法試験局は、定期的に試験が実施されることを保障す
る。試験の合格者には証明書を交付し、それには試験の全点数が記載され
る。
第３項 弁護士修習生は試験のためには、司法行政局を管轄する最高のラ
ントの官庁が定める時点までに受験料XXXユーロを支払わなければなら
ない。もしも、弁護士修習生がその受験料を適時に支払わなかった場合に
は、試験の認可を求めることを放棄したものとみなす。以下省略。
第４項 弁護士修習、裁判官修習、行政官修習の、それぞれの試験に対す
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る要求及び成績評価の統一性は保障される。
?立法理由>
試験は、これまでと同様に、ラントの司法試験局によって行われる。そ
れによってすべての職種における国家試験の平等性が保障される。
司法試験局は、試験の支障のない経過を保障するために、定期的に弁護
士試験の実施がなされるようしなければならない。年に何度実施されるべ
きかの具体的基準は問題にならない。各ラントにおける弁護士修習生の数
が甚だしく異なるからである。チュウリンゲンのように、年間およそ3000
人が弁護士修習生となっても、「優」で合格する弁護士希望者は40人にす
ぎない。他方、ノルトラインウエストファレンでは、およそ780人の弁護
士修習生が採用されている。
この規定は、修習の内容及び試験の内容がさまざまに異なっても、試験
の要求や成績評価の水準は、さまざまに異なるものではないことを保障し
ている。
第15条 弁護士試験の考査委員会
第１項 ラントの司法試験局に弁護士試験のために考査委員会を設置す
る。この委員会は委員長を含めて５人の委員で構成する。
第２項 この考査委員会では、司法試験局の局長が弁護士会からの推薦リ
ストから選任する弁護士が多数を占めなければならない。考査委員会の委
員長は弁護士でなければならない。
?立法理由>
弁護士試験は、特に、そのために設置された考査委員会によって行われ
なければならない。この考査委員会は弁護士が多数を占めなければならな
いことは、一貫していることであり、法的にも問題はない。
第16条 試験問題
第１項 弁護士試験の試験問題は、弁護士の職業実務から出題されなけれ
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ばならない。
第２項 弁護士会は、適切な試験問題の作定に協力する権利をもち、義務
を負う。
?立法理由>
この法律で弁護士の観点からは、弁護士試験の試験問題が弁護士の職業
実務から出題されなければならない、ということである。
第17条 試験結果
論文試験の結果は、弁護士修習生に、おそくとも、口頭試験の開始前の
２か月前に通知されなければならない。
?立法理由はない>
第18条 試験成績の評価、試験全体の評点
第１項 弁護士試験の試験の全評点は次のようである。
１ 監督付き試験の評価（全７科目の平均）100のうちの50
２ 書面による陳述の評価100のうちの20
３ 口頭試験の試験問答（全５問答の平均）100のうちの30
第２項 試験委員会は、試験の全評点を確認するに際して、すべての試験
成績の全体印象を弁護士実務修習における成績結果を含めて考慮しなけれ
ばならない。委員会の全体印象は、その際に、前項により到達した結果と
は、２点までは相違することができる。
?立法理由>
（１）弁護士職のためには、書面で表現する能力と同じように口頭でのコ
ミュニケーションの能力も重要である。従って、論文試験の成績と口頭試
験の成績は全体の評点のなかで50：50の関係で考慮される。
（２）第２項は、試験の全体の評点が弁護士試験の結果に基づいてのみ算
出すべきではないことを、試験委員会に義務付けている。むしろ、こと
に、修習箇所での証明書をその評価に算入しなければならない。
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第19条 試験の決定と異議
第１項 すべての論文試験は、二人の考査委員によって、それぞれ独自に
評価するが、この二人のうち、すくなくとも一人は弁護士でなければなら
ない。評価がお互いに３点以上はなれ、一致に至らなかった場合には、そ
の平均点をとることにする。点数の差があまり大きいときは他の構成員に
評点と点数を付けてもらうことにする。その際には、これまでの評価の一
つか、あるいはその中間の点数をとることができる。
第２項 前項の適用に際して明らかになった点数のために、次の評点が内
容となる。
sehr gut 16．00～18．00
gut 13．00～15．99
vollbefriedigend 10．00～12．99
befriedigend 7．00～ 9．99
ausreichend 4．00～ 6．99
mangelhaft 1．00～ 3．99
ungenu?gend 0．00～ 0．99
第３項 その他の試験の?結果の>決定は試験委員会の全体によって行
う。試験委員会はその決定を口頭の協議に基づき多数決で行う。票数が同
じであるときは、受験生に有利に決定する。
以下省略
?立法理由はない>
第20条 合格
弁護士試験では、次の場合に合格とする。
１ ５つの監督付き試験で最低でも『可』ausreichendの評価を得ている
こと
２ 監督付き試験の評価の平均が最低でも３、５点を取得していること、
３ そして、試験の全評点が最低でも『可』ausreichendであること。
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?立法理由>
この規制は、法曹養成教育に関するおよそ比較できる規定をよりどころ
にしている。また、一般的な試験法の原則と一致している。
第25条 弁護士試験の効力
第１項 弁護士試験の合格をもって、弁護士職を行うことができる資格を
取得する。
第２項 弁護士修習生は、試験の合格後は『弁護士アセッソワー』と名称
される。
?立法理由>
弁護士修習生は、いまや――これまでのように――裁判官資格を取得す
るのではない。弁護士資格を取得するのである。この新しいモデルは、こ
れまでの統一修習から反転している。ことさらに、そのように修習されて
きた者だけが、弁護士となることができる。このようにしてのみ、弁護士
の職務遂行の質は将来にわたり確保されるのである。
第５部 経過規定
26条 経過規定
（１）この法律の施行前に大学で教育を受けることを開始して、第一次試
験を申し込んだ学生は（――ここに挿入される規定がある――）、実務修習
を第一次試験の終了後の２年以内に始めた場合には、その実務修習につい
ては、この法律の施行まで行われているドイツ裁判官法の規定が適用され
る。ラントの法は、新法によって実務修習を開始できることを学生に任せ
ることができる。
（２）――まで、この法律の施行の時点ですでに実務修習を申し込んでい
る受験候補者は、その実務修習をドイツ裁判官法５ b条のこれまでの規
定の文言により開始することができる。実務修習をドイツ裁判官法５ b
条により、これまで行われていた文言により開始していた者は、ラントの
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法によって定められた時点までは、これまでの法により終了させることが
できる。
十四 再論・統一養成か分離養成か
ここへ来て、弁護士界の見解が極端に二分されたてきた。連邦弁護士会
は、同僚の弁護士協会が、繰り返し分離養成論を執拗に執着してきたこと
を承知の上で、ボローニャ・プロセスの導入を前提に統一養成論を敢えて
主張するに至っている。
Ⅰ 連邦弁護士会の統一養成論
2007年４月20日のスパイヤーにおける総会決議である。
『連邦弁護士会は、次の要件のもとに、Bachelor╱Master教育課程に
よる法曹養成教育改革に賛成する』というのである。
●統一法曹は、ドイツの法曹養成教育の貴重な財産であり、かつ放棄すべ
からざるものである。
●実務修習のような統一的実務教育は統一法曹のための養成教育には不可
欠な構成要素である。
●法律学の大学教育は、３年間の Bachelor課程及び２年間のMaster課
程で構成される。実務修習に参加できる要件はMasterの終了である。
●国家試験は、質を保障し、終了の比較可能性を造り出す。したがって、
国家試験は実務修習のため及び法定法律職のための適性試験として保持
されるべきである。
このようなモデルは、ボローニャ・プロセスの改革目標と現在の法曹養
成教育が実証してきた要素と調和させるものであり、また、法定法律職の
ための教育の高度の質を保障する。
連邦弁護士会は、したがって、国家試験及び統一的実務修習が廃止され
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るという限りでは、司法大臣 Goll（バーデンビュルテンベルク）とMack-
enroth（ザクセン）の『シュットットガルト・改革モデル』を拒絶する。
大学教育に随伴する実習段階は大学卒業後の実務修習という集中的な実務
教育にとって代わることはできない。さらに、この提案が定めているとこ
ろでは、Master教育課程においては、学生がめざす職業のための職業習
得段階が接続しているようである。しかし、このような配慮は分離養成を
促すことになり、したがって、連邦弁護士会は、賛成することをしない。
?たしかに、これまでに、連邦弁護士会のたびたびの言動のうちには、
このような結末に至ることの兆候は示されていた。しかし、これほど、明
確に、一方で司法大臣会議と対峙しながら、ボローニャ・プロセスの導入
を支持し、他方で、弁護士協会と決別宣言ともなる統一的養成論を唱導す
ることは、到底、想定されていなかった。
しかし、このような唱導に対して、弁護士協会も次のような宣言を行う
のである。これは、BRAKと同様に、ボローニャプロセスの導入を認め
るものであるが、法定法律職のためには、実務修習は必要であり、その修
習が許されるためには、国家試験である適性試験（採用試験）に合格する
ことが必要である、とする。しかし、かんじんな分離修習については次の
５番目のテーゼとその理由のなかで展開される>。
Ⅱ DAVの分離養成論 2008年４月30日、ベルリンの大会決議
――法曹養成教育におけるボローニャ・プロセス実現のための
５テーゼ――
ドイツ弁護士協会は、次の要件のもとに、法曹養成におけるボローニ
ャ・プロセスの実現に賛成する。
第１テーゼ
ボローニャプロセスにより、法律学教育は、従来よりも、学問的方法
論の学習能力をもっと強化するように整えることができる。
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第２テーゼ
大学の Bachelor法学教育は４年とする。
第３テーゼ
弁護士職及びその他の法定法律職に就くことができるのために、
Bachelorの法学教育の終了が、大学終了後の実務教育（修習制度）の
開始のためには、大学段階における基礎となる。
第４テーゼ
大学のMaster教育は、法律学の継続的な教育として、従来と同様
に、高度化あるいは特殊専門化による幅広い質を与えることに貢献す
る。
第５テーゼ 開始
法律実務実習の認可のための要件は、Bachelor教育の終了とともに、
国家試験として行われる採用試験?適性試験>に合格することであ
る。
?この五つのテーゼのそれぞれに、「理由」が付けられている。しかし、
第１テーゼから第４テーゼまでは、ボローニャプロセスの導入されるべき
ことの理由に終始している。第５テーゼにおいてはじめて、実務修習につ
いて論じ、統一修習ではなくて、分離修習であるべきこと。そして、その
ための要件が挙げられる。この一つ一つは、すでに、DAVは論じ尽くし
てきたところであるが、同僚の BRAKが統一修習の維持を表明したこと
で、あらためて、分離修習を強調したのである。
つまり、これまでと同様に、実務修習開始のためには、Master終了後
に国家試験である採用試験（適性試験）に合格しなければならないが、弁
護士修習では、それだけでは足りず、必ず、修習場所を証明することがで
きた場合にだけ、弁護士修習が許されるとする。ここで、実務修習、つま
り、司法職、行政職に共通・共同の統一修習ではなくて、その修習が分離
され弁護士修習であることを前提として、その要件を論じ、BRAKの統
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一修習論に対して、あえて、DAVの立場を明らかにしているのである>。
十五 司法大臣会議の動向
序
ドイツの法曹養成制度にボローニャプロセスを導入することについて、
司法大臣会議の最終的な態度決定は現在のところ留保されたままである。
2005年の秋季大会にしろ、2008年の秋季大会にしても、合同調整委員会に
よるかなり詳細な報告を受けながら、司法大臣会議の主要なメンバーの間
に、激しい賛否の両論が提出されているところからも、一致した意見とし
てまとめ上げることは不可能であった。
また、司法大臣会議としては、これまで、ドイツの連邦の法曹養成制度
としては、伝統的な「統一養成」を堅持してきたのであるが、裁判運営の
現状及び弁護士の役割の重大な転換の現実に直面して、弁護士養成のため
に特別の配慮が必要となっているところから、分離養成の方策も考慮すべ
き重大な要素の一つとなっている。このような事情が、こんにちでさえ
も、結論を控えている原因の一つとなっている。ところが、この2008年決
議において、ボローニャプロセスと分離修習とを結合させる発想が出てき
ていることが注目される。
ところで、これまでも、司法大臣会議は、法曹養成の歴史の節目節目に
は、必ず、改革を提言してきた。時限立法で終結した一元的養成論はとも
かくとしても、現在までのところ、主要な改革提言は、三つの段階で行わ
れている。
第１は、2001年の「司法大臣会議による改正提案」であり、第２は2005
年のボローニャプロセスの審議と決議、第３は2008年の決議である。
Ⅰ 2001年春期会議決議 2001年７月21日
ここでは、これまでの司法大臣会議が力張していた、「一段階養成論」
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から、「二段階養成論」に転換する決議を行っている。そして委員会の報
告書としては、１ ?改革草案」、２ その「立法理由書」、３ それまで
の経緯の「調査報告書」、４ ?範例学習プラン」の４つが出されている。
司法大臣会議は、その「改革草案」を「連邦参議院法案」として連邦議会
に提出したが、それ自体は否決されたものの、SPDが、この内容のほと
んど採用して、SPD法案として提出し、それが現行の「改正法曹養成法」
となっている。
Ⅱ 2005年秋季会議決議 2005年11月17日
まず、定例通りに、合同調整委員会から『ボローニャ・プロセスのドイ
ツの法曹養成教育に対する影響・効果』についての報告を受ける。
もともと、司法大臣会議としては、ボローニャ・プロセスの基本的構想
は、ドイツでは、すでに、2002年７月11日の法曹養成教育改革法によって
実現されていると理解しているのである。また、それは、養成教育の国際
化についも言えることである。しかし、ヨーロッパ諸国では、ボローニ
ャ・プロセスにかかわらず大学教育の終了、成績の評価については、それ
ぞれの国内法の法律学教育体系で決定しようとしていることが留意されて
いることに注視した。
そのような、なりゆきから考えて、司法大臣会議は、ドイツにおいてボ
ローニャ宣言の目標を受け継ぐことによる完全法曹のための大学教育の新
たな構築は、すくなくとも、現在では、意義のあることではない、と確信
している、という。そのような新教育の構築は、まさに、たったいま、開
始したばかりのドイツの法曹養成教育改革法の実現の成果の価値を高める
ことはないし、また、正当化することもできない、とするのである。
結論として、司法大臣会議では、教育新構築に対して次のように認識し
ている。
●大学法学教育を Bachelor学位をもって終了した学生の大多数は、現実
的な職業の見通し（展望）が立ってはいない。
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●３年とか４年間で Bachelor教育において職業資格を身に付けさせると
いうことでは、かえって大学の曹養成教育における学問性を喪失させる
ことになる。
●ボローニャ基準による大学教育の終了試験の形態は、国による必須科目
試験が純然たる大学の試験に置き換えられることになる。しかし、実務
修習の開始のためには、法律学教育の質及び統一的な試験の要求を各ラ
ントを超えて確保しなければならないところから、国家の採用試験?適
性試験>が、さらに必要となる。そのために、学生の試験の負担は重く
なる。
●ボローニャプロセスによって、ドイツの法曹の質に付加価値が加えられ
るようなことは、全体として、はっきりと見てとることはできない。
以上の理由から、ボローニャプロセスを受け継ぐことには、消極的で
ある。
●そのうえ、ボローニャ基準を実現するに当たっても、法学部教育に引き
続く職業実践的教育は、いずれにしても必要である。それが、どのよう
な職業実践的教育のかたちにするのかという問題において、帰納的推論
は許されないと考えるのである。
そして、司法大臣会議は、法曹養成教育合同調整委員会に対して、さら
に、次のテーマについて調査・検討して報告することを委嘱した。
１ 『法曹養成改革法の影響・効果』
２ 『専門大学における BA╱MA教育課程の経験』
３ 『BA╱MA教育構造による教育にとって重要となる職業分野』
４ 『ヨーロッパ諸国の法曹養成における BA╱MA教育構造の導入』
５ 『国際的経験を考慮した分離修習モデルの展開』
Ⅲ 2008年秋季会議 2008年11月20日
司法大臣会議の秋季会議では、次の２つの項目について決議している。
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第１は、法曹養成委員会に2005年に委嘱したテーマの一つである「2003
年の法曹養成改革法がドイツの法曹養成にどのような影響・効果を与えて
いるか」についてであったが、その詳細な報告を受けたにもかかわらず、
司法大臣会議の、このテーマに対する最終的評価は、いまだにできない、
ということを確認している。
第２は、やはり、2005年に法曹養成委員会に委嘱したボローニャプロセ
スに関する、前掲の２から５までのテーマについて、詳細きわまる報告を
受けているが、やはり、評価の審議は先送りされて、あらためて調査が委
嘱されている。
その注文は「法律専門職の世界においては、焦眉の問題につき議論がな
されているが、現に様々なモデルが提案されているところも斟酌して、分
離修習ついて展開されている議論を考慮した職業実践の段階も含めて、
BA╱MA構造の可能性とその結果を解明し、2011年までに報告するこ
と」である。
ただ、このここでの委嘱においては、前述のようにボローニャプロセス
導入問題と DAVの言う分離養成問題が絡められていることが注目され
る。
そして、司法大臣会議が提言・提案するためには、必ず、①合同調整委
員会に調査・検討を委嘱して、②その結果を報告書にまとめさせ、それに
基づく報告を聴取して審議し、③その結論として、提言なり、提案を公表
してきた。
そこで、次稿から、この三段階のそれぞれの詳細な報告書を基本とし
て、司法大臣会議の提言・提案を取り上げたい。結局、ドイツ法曹養成の
改革思潮の衝突を融合させているのは、この報告書において、だからであ
る。そのために、時計の針を逆に戻して2001年の「改革法案」とその「立
法理由」の報告書から始めることにする。これが、司法大臣会議の法曹養
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成についての基本となっているからである。
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